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第 1章 序論 

1 問題の所在 

多くの企業は，製品の製造過程に関する特殊な知識や当該企業の顧客情報などの

秘密情報を有している。このような秘密情報は企業の経営に関わる重要な事実であ

り，企業の客観的財産ともいえる。もちろん，技術的進歩や改革は，特許権や実用

新案権などの無体財産権として保護されるが，これらの権利の周辺には特許権など

にはとり入れられない様々の技術的秘密などが存在し，このような技術的秘密も企

業の財産といえ，営業の自由の一環として保護に値すべき法益といえる1。 

そして，このような秘密情報を保護するための手段として，使用者が在職中，退

職後も含めて従業員との間で企業秘密を第三者に漏洩しないという内容の秘密保持

契約を締結することがある。企業秘密を保護するためには，本来このような秘密保

持契約の締結で必要かつ十分なはずである。しかし，退職後，被用者が秘密保持義

務を履行しているかどうかのモニタリングは容易ではない2。また，秘密保持義務違

反が強く疑われ使用者側が法的措置を採ったとしても，ディスカバリのような証拠

収集手段を欠く我が国においては企業秘密が現実に利用されたか否かを証明するこ

とは困難である3。他方，元被用者が競合業務を行っているかのモニタリング及び競

業行為の立証は秘密保持義務違反に比べ容易である。そこで，企業には，企業秘密

漏洩を防止するため，被用者との間で競業避止特約を締結するインセンティブが生

まれる4。 

もっとも，このような競業避止特約は，被用者の職業選択の自由を制限すること

にもつながる。特に以前の勤務先と同種の事業は，当該被用者にとって技術が蓄積

された事業であることから就職が有利な事業といえ，そのような事業への就職が制

限されるのは被用者からすると大きな不利益である。特に比較的高齢に達した被用

者や雇用情勢が悪化した社会においては，競合する事業以外就労先がないという場

 
1升田純「現代型取引をめぐる裁判例（36）」判例時報 1708号（2004年）30頁。 
2土田道夫「競業避止義務と守秘義務の関係について」中嶋士元也先生還暦記念論集『労働

関係法の現代的展開』（信山社，2004）215頁。 
3小塚荘一郎「営業秘密をめぐる契約上の諸問題」日本工業所有権法学会編『営業秘密の保

護－日本工業所有権法学会年報第 28号（2004）』（有斐閣，2005年）69頁。 
4なお，企業秘密の保持を超えて，競争者の出現を阻止し，現状の取引関係を維持するため

にも競業避止特約が用いられることもある。このような目的での競業避止特約が許される

かは後述する（ 頁）。 
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合も想定でき，このような場合に競合事業への就労を制限されることは，被用者に

とって生存にも関わる問題である。 

以上のとおり，競業避止特約は企業秘密の保持と被用者の職業選択の自由の調整

という困難な課題を抱えている。本稿ではかかる特約がどのような場合に有効にな

るかについて述べるものである。 

 

2   問題の設定 

退職後の競業避止義務に関する裁判例は， 

①被用者が退職後，競業した場合に退職金を減額又は不支給にするという条項が

ある場合において退職した被用者の競業行為が同条項にあたるとして，元使用者が

すでに支払った退職金の返還請求をする事例， 

②退職した被用者の競業が競業避止特約または就業規則違反であるとして元使用

者が差止請求又は損害賠償請求をする事例， 

③競業避止特約などはないものの，退職した被用者の競業が不法行為に当たると

して，元使用者が損害賠償を請求する事例， 

に分けることができる5。このうち本稿が扱うのは②の類型である。この点，学説の

中には①と②を同様の基準で扱う見解もある6。しかし，①の問題では退職金の功労

褒賞的性格を無視することができず，①の問題を功労褒賞的性質とは関係のない②

の競業避止特約と同様の基準で考えるのは妥当でない7。 

他方，③については主として退職後の競業行為の背信性に着目して判断がなされ

るものであり，労働契約中になされる競業避止特約の有効性とは問題を異にする。 

そこで，本稿では②に絞って，競業避止特約の有効性について検討するものとす

る。 

 

   3 本稿の構成について 

 
5小畑史子「労働者の退職後の競業避義務」日本労働研究雑誌 No.441（1997年）25頁。 
6土田・前掲注 2 200頁。 
7和田肇「労働市場の流動化と労働者の守秘義務」ジュリスト 962号（1990年）56頁も，

退職金全額不支給・一部不支給の問題については，退職金あるいはその請求権の法的性質

とも関連してくるので，秘密保持契約及び競業避止特約の問題の問題とは様相を異にする，

とする。 
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    次章以降の構成は以下のとおりである。 

まず，第 2章では，競業避止特約の問題の現状を概観するため，①独立行政法人 労

働政策研究・研修機構及び財団法人 産業研究所による競業避止特約に関する調査結

果，②競業避止特約の有効性を判断した裁判例の概観及び③競業避止特約に関する

外国法，について触れる。次に第 3 章では，競業避止特約の法的根拠論として，特

約等なくして退職後の競業避止義務を認めることができるか及び就業規則で競業避

止義務について定めることが可能かを論じる。 

さらに第 4 章では，競業避止特約の隣接法分野である不正競争防止法及び秘密保

持特約と競業避止特約の関係について検討する。 

続いて第 5 章では，競業避止特約に関する学説と裁判例の有効性判断手法につい

て検討する。現在のところ学説及び裁判例の代表的な判断手法は４要素の比較衡量

というものであるが，第 6 章ではこの 4 要素について裁判例においていかなる事実

が認定されているかを論じる。 

そして，第 7 章では，第 6 章までの検討結果を踏まえ，競業避止特約についての

あるべき判断手法について私見を述べることとする。 

 

第 2章 競業避止特約の現状等 

1 アンケート調査の結果 

  独立行政法人 労働政策研究・研修機構による「従業員関係の枠組みと採用・退職

に関する実態調査」8によると，1万社からアンケートを取ったところ有効回答が 2765

社あり，退職する従業員に課す義務の取り決め状況は， 

・「取り決めはない」が 57.1％（1578社）， 

・「職務上知りえた秘密を退職後も漏らさないこと」が 33.7％（931社）， 

・「退職した会社の名誉を傷つけることは行わないこと」が 17.0％（469社）， 

・「競業関係にある企業に就職しないこと，または競業関係にある事業を開始しない

こと」が 3.7％（102社）， 

・「その他」が 1.3％（35社） 

であった。 

 
8『従業員関係の枠組みと採用・退職に関する実態調査－労働契約をめぐる実態に関する調

査（Ⅰ）』独立行政法人 労働政策研究・研修機構編（2005年）95頁。 
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ここで，退職する従業員に競業避止義務を課している上記 3.7％の事業者の規模に

ついては，規模が大きい企業ほど競業避止義務を課している割合が高い。具体的に

は， 

・1000人以上の企業では 17社中 3社（16.3％）， 

・300人以上 999人未満の企業では 55社中 5社（9.6％） 

・100人以上 299人未満の企業では 186社中 11社（5.9％） 

・50人以上 99人未満の企業では 291社中 17社（5.7％） 

・50人未満の企業では 2215社中 67社（3.0％） 

の企業が被用者に対し競業避止義務を課している，という結果であった。 

さらに，競業避止義務を課している企業に競業避止特約の期限を尋ねたところ， 

・「無回答」が 91.3％（93社）， 

・「無期限」が 5.5％（6社）， 

・「1年以上 3年未満」が 2.6％（3社）， 

・「3年以上 6年未満」0.6％（1社） 

であった。 

他方，財団法人 産業研究所による東証上場企業 1941社に対するアンケート調査9

（有効回答 604 社）では競業避止特約に関する質問への回答は，以下のとおりであ

る。 

「財産的情報の具体的管理方法として競業避止特約を定めているか」の問いに対

しては，「定めている」が 20.5％，「定めていない」が 79.5％であり，特約の存在を

肯定した回答が 20％を超えた。 

「定めている」と回答した 20.5％の企業について，さらに質問が行われたところ

以下の回答であった。 

「退職時に全役員と競業避止特約を締結しているか」という問いに対しては，「締

結している」という企業が 76％， 

「退職時に全従業員と競業避止特約を締結しているか」という問いに対しては，

「締結している」という企業が 68.8％， 

「退職時に派遣者と競業避止特約を締結しているか」という問いに対しては，「締

 
9財団法人 産業研究所「財産的情報に関する調査研究」（1990年）26頁。 
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結している」という企業が 35.5％10， 

であった。 

独立行政法人 労働政策研究・研修機構による調査では退職後の競業避止特約を締

結している企業が 3.7％であるのに対し，財団法人 産業研究所による調査では

20.5％と大きく結果が異なっているが，これは調査対象の違いによるものと考えられ

る。すなわち，財団法人 産業研究所による調査は上記のとおり東証上場企業をメイ

ンとしたアンケートで有効回答604社のうち資本金5億円以上の会社が586社（97％）

である。独立行政法人 労働政策研究・研修機構による調査でも従業員 1000 人以上

の企業では 17 社中 3 社（16.3％）が競業避止特約を締結していることからすれば，

両調査結果は矛盾するものではない。 

以上の調査結果から分かることは，企業の規模が大きくなればなるほど競業避止

特約を締結している可能性が高いという点である。 

 

2  裁判例の現状について 

(1) 裁判例数について 

今回調査したところ，競業避止特約の有効性を判断した裁判例は公表されている

もので少なくとも 25 例あることがわかった。詳細は別紙裁判例一覧表（以後，「一

覧表」とする）のとおりである11。 

この 25 例のうち使用者が上場企業であるのはヤマダ電機事件12における株式会社

ヤマダ電機だけで，残りの 24例はいずれも使用者が中小企業である。前述のように，

大企業の方が競業避止特約を締結している割合が高いが，本研究における調査では

法的紛争のほとんどが中小企業という結果になっている。 

25例のうち競業避止特約が有効とされたものは 13例である。もっとも，同 13例

のうち，競業避止特約違反に対して差止請求がなされた東京リーガルマインド事件13

では，元代表取締役については競業避止特約の有効性が肯定されたものの，元監査

 
10本研究による裁判例の調査では派遣社員に対し競業避止特約が課されていた事例はなか

った。 
11競業避止義務及び秘密保持義務の裁判例について調査した文献として，石橋洋『競業避止

義務・秘密保持義務－労働法判例総合解説 12』（信山社，2009年）。 
12東京地判平成 19・4・24 No.21。  
13東京地決平成 7・10・16 No.8。    
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役については競業避止特約の有効性が否定されている。さらに，競業避止特約の有

効性が肯定された元代表取締役についても差止請求の要件を充足しないとして，結

局却下となっている14。被用者の地位で特約などの有効性の判断が分かれた裁判例と

しては東京リーガルマインド事件の他にモリクロ事件15がある。同裁判例では製造部

門の元社員等に対しては差止請求の仮処分が認められたものの，営業職に対しては

差止請求が却下された。 

また，東京リーガルマインド事件における代表取締役のように，競業避止特約の

有効性は肯定されたものの請求は否定された例としてアイメックス事件16がある。同

裁判例は，誓約書の有効性は認めたものの損害賠償請求について使用者の損害が認

められないとして請求を棄却した。 

他方，①西部商事事件17，②アートネイチャー事件18及び③ダンス・ミュージック・

レコード事件19は，競業避止特約の有効性を真正面から判断せず，競業避止義務の範

囲について必要最小限度の内容に限定して効力を認める，というような限定解釈を

展開し，結論として当該事案で元被用者に競業避止義務を負わせるのは必要最小限

度の制限といえず退職後の競業避止義務は認められない，としている20。 

(2) 請求内容について 

今回調査した 25例のうち，競業避止特約違反に対する訴訟等の請求内容は，差止

請求が 12例，損害賠償請求が 8例，差止プラス損害賠償請求が 3例，損害賠償債務

の債務不存在確認請求が 1例（No.13），代償返還請求が 1例（No.2）であった。 

(3) 競業内容について 

 
14裁判所は「当該競業行為により使用者が営業上の利益を現に侵害され，又は侵害される具

体的なおそれがある場合に限り許される」として，競業避止特約に基づく差止請求につい

て特別な要件を設けた。同見解を妥当と評価するものとして土田・前掲注 2 202頁。 

なお，差止請求の強制執行の方法は間接強制となる（田村善之「知的財産侵害訴訟におけ

る過剰差止め抽象的差止め（下）」ジュリスト 1125号（1997年）134頁）。 

また，契約は有効だが差止は認められないという事態もあり得るという指摘について城山

康文「契約に基づく不作為請求権と法に基づく差止請求権」ジュリスト 1280号（2004年）

62頁。 
15大阪地決平成 21・10・23 No.25。 
16東京地判平成 17・9・27 No.17。 
17福岡地裁小倉支判平成 6・4・19 No.6。  
18東京地判平成 17・2・23 No.16。 
19東京地判平成 20・11・26 No.24。 
20これら 3例は便宜上別紙一覧表の「特約等の有効性の有効性」の欄を「否定」としている。 
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一覧表の 25例における元被用者の競業内容は，競合会社を設立するなどしたもの

が 12 例，競合会社に就職したものが 11 例，その他未だ競業業務を行っていないも

のの訴訟提起等をされたものが 1例（No.18），競業内容が不明なものが 1例（No.5）

となっている。 

(4) 特約か就業規則か 

調査した 25 例のうち，競業避止特約を締結した事例が 16 例，就業規則で競業避

止義務を定めさらに特約が締結されたものが 8 例，就業規則のみで退職後の競業避

止義務を定めているのは 1例（No.25）だけであった。 

 

  3  外国法 

 (1) ドイツ 

ドイツにおいては，工業法 110条が，商業使用人に関する商法 74条以下の規定が

あらゆる被用者に適用されることを規定している21。 

具体的には，雇用契約終了後の競業禁止を雇用主と商業使用人の間で取り決める

場合，書面形式で，合意された内容を記した文書に雇用主の署名を付して使用人に

手渡すことを必要とする（商法 74 条 1 項）。この場合，雇用主が，禁止期間の 1 年

につき，使用人が最後に受け取った契約上の給付の少なくとも 2 分の 1 に達する補

償金を支払う場合にのみ，禁止の取り決めは拘束力を持つ（同法 74 条 2 項）。ドイ

ツ法の退職後の競業避止特約の特色は，このように代償が有効要件とされることで

ある。 

    その他，使用者の正当な利益の存在（同法 74ａ条 1項），禁止期間が 2年を越えな

いこと（同項），競業禁止の地域的範囲，期間，職種の観点から，被用者の生計を不

当に侵害しないこと（同項）等も要件となる。 

   (2) フランス・イタリア 

フランスにおいては，競業避止義務条項の有効性は判例の積み重ねにより現在の

 
21石田信平「退職後の競業避止特約（1）－ドイツの立法規則とその規制理念」同志社法学

59巻 5号 106頁。石田信平「退職後の競業避止特約（2）－ドイツの立法規則とその規制

理念」同志社法学 59巻 6号 321頁。 

なおドイツ法では代償が 50％を下回っていた場合や使用者に正当な利益がないような場合

などに特約が無効となるのではなく「拘束力を持たない」とされ，被用者の方から特約を

遵守して代償請求することは可能とされる（石田信平「退職後の競業避止特約（3）－ドイ

ツの立法規則とその規制理念」同志社法学 60巻 2号 146頁）。 
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ところ以下のような基準が形成されている。すなわち，①当該被用者の雇用の特殊

性を考慮していること，②企業の正当な利益の保護に不可欠であること，③時間的，

場所的に限定されていること，④金銭的代償―代償は被用者が競業避止義務を遵守

する場合に，その遵守した期間について払われる－である22。②ないし④の要素は，

後述する我が国の競業避止特約の有効性判断要素に類似する。他方，①当該被用者

の雇用の特殊性への配慮の要素はフランス独特のものと考えられる。 

イタリアでは，ドイツ法と同じく制定法が存し，競業避止特約は書面で被用者に

対する代償について約定し，さらに制限の対象，期間，場所について限定が必要で

あり，これに違反すると無効となる（民法 2125 条 1 項）。制限期間については，管

理職は 5 年，その他の被用者は 3 年であり，制限期間がそれを超えているとそれぞ

れ 5年，3年に縮減される（同 2項）23。イタリア法の特色は制限期間が管理職とそ

の他で違うこと及び制限期間がドイツ法の 1年に比べ長い点にある。 

(3) イギリス 

イギリスでは，競業避止義務について営業制限禁止法理が適用される24。同法理は，

営業活動の自由に対する干渉行為を当事者利益と公共の利益に照らして合理的なも

のと認められない限り，公共政策（public policy）に反するものとして法的無価値評

価をする理論である。退職後の競業避止特約に同法理が適用される結果，同特約は

無効と推定される。そして，この無効の推定を覆すためには，使用者側が，①使用

者側に正当な利益があること及び②特約による地理的，時間的制限が使用者の正当

な利益を保護するために必要な合理的な範囲にあること，を立証しなければならな

い。使用者がこの立証に成功すると，制限が公益（公正な経済活動の保護・助成と

公衆の一般的利益）を害することの立証責任が被用者側に転換される25。 

   (4) アメリカ 

 
22『労働政策研究報告書No.39「諸外国の労働契約法制に関する調査研究」報告書』独立行

政法人 労働政策研究・研修機構（2005年）194頁。 
23大内伸哉『イタリアの労働と法－伝統と改革のハーモニー』（日本労働研究機構，2003年）

113頁。 
24石橋洋「労働契約と競業避止義務」秋田成就編『労働契約の法論理－イギリスと日本』（総

合労働研究所，1993年）184頁。 
25石橋洋「労働契約上の競業避止義務－制限特約が存在しない場合の競業避止義務に関する

英米法の法律構成とわが國の理論的課題」季刊労働法 165号（1993年）187頁。早川徹「営

業秘密の保護を目的とする退職後の競業禁止特約に関する一考察」（関西大学法学研究所，

2000年）87頁。前掲注（労働政策研究報告書No.39）243頁。 
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アメリカにおいては，州によっては，制定法を定め競業避止特約を規制しつつ，

一定の要件を充たす場合には例外的に特約の効力を認めている26。制定法のない州で

は，判例法により要件，効果が定められている27。 

競業避止特約の有効性の一般的基準は，①正当な利益が当事者にあること，②特

約の内容が，制限期間・地域・対象業務等について，使用者の正当な利益保護のた

めに必要な合理的範囲で定められていること，③被用者に不当な負担がないこと，

④社会や自由市場に対して有害でないこと，④特約は約因により裏付けられている

こと，である28。 

     約因の具体的内容は，雇用前の競業避止特約であれば，雇用の開始が約因とされ

るのに対し，雇用の途中で特約が結ばれる場合には，賃金の上昇や付加的な補償，

そのほかベネフィットの付与，より広い職務上の権限の付与，新たな別の職位に就

けること，雇用契約上 at-willの地位から雇用保障のある特定期間の雇用への切り替

え，などである。 

     前述したイギリス法も含め，英米法の特色は競業避止特約の有効性判断要素とし

て公共の利害が考慮される点にある。 

 

第 3章 競業避止特約の法的根拠について 

1 特約等の法的根拠が必要か 

在職中の被用者について，労働契約における附随義務として使用者に対する競業

避止義務が発生することについては争いがない29。問題は退職後の被用者に特約等の

法的根拠なくして競業避止義務が認められるかである。 

この点，継続的契約関係においては，その終了後においても信頼関係を破壊しな

いようにすべきであるから，雇用関係終了後においても合理的な範囲内において競

 
26前掲注（労働政策研究報告書No.39）314頁によれば，2005年当時，28の州が競業避止

特約について何らかの規制をしている。カリフォルニア州においては制定法によって一切

の特が無効とされるが判例法上の例外が認められる。 
27小川美和子「アメリカにおける雇用関係終了後の競業行為の規制－日本法への示唆をもと

めて」本郷法政紀要 5号 66頁。中窪裕也『アメリカ労働法』（弘文堂，第 2版，2010年）

326頁。 
28前掲注（労働政策研究報告書No.39）315頁。 
29我妻榮『債権各論〔中巻二〕』（岩波書店，1962年）569頁。菅野和夫『労働法〔第 9版〕』

（弘文堂，2010年）82頁。中窪裕也・野田進・和田肇「労働法の世界 第８版」（有斐閣，

2009年）99頁。 
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業避止義務は残存するという見解もある30。この見解のいう競業避止義務の効果がい

かなるものかは分からないが，不法行為責任であればともかく，差止や債務不履行

に基づく損害賠償請求まで競業避止特約がなくても認められるというのであれば，

妥当でない。被用者からすると，個別合意などを結んでいないので安心して競業

したところ，突然差止ないし債務不履行損害賠償請求を受けることになり，被用

者の予測可能性を害するからである。①労働契約終了後においては職業選択の自由

が尊重され，競業行為が自由であることが原則であること31，②主たる権利関係であ

る労働契約終了後に附随義務である在職中の競業避止義務が何ら法的根拠なく存続

するとするのは不合理であること，からすれば32，被用者に退職後の競業避止義務を

負わせるには特別の法的根拠が必要である。  

このように考えても，自由競争の範囲を逸脱するような不公正な競業に対して

は不法行為に基づく損害賠償責任が認められるので使用者の保護に欠けること

もない。この点，三佳テック事件33において最高裁判所は，「元従業員の競業行為

が社会通念上自由競争の範囲を逸脱した違法な状態で元雇用者の顧客を奪取したと

みられるような場合には，その行為は元雇用者に対する不法行為にあたるというべ

きである」とし，競業避止特約がない場合であっても退職後の競業に不法行為責任

が成立することを明言した34。 

    このように，被用者の競業行為が極めて悪質である場合使用者は不法行為に基づ

く損害賠償請求ができ一定の使用者保護が図れていることからしても，使用者が被

用者の退職後の競業行為に対し，競業避止義務違反に基づき差止や債務不履行に基

づく損害賠償請求をする場合には，特約などの法的根拠が必要である。 

 
30我妻・前掲注 568頁。盛岡一夫「ノウ・ハウの防衛－雇用関係終了後の競業禁止」日本

工業所有権法学会編『工業所有権法における審判制度の諸問題－日本工業所有権法学会年

報第５号』（有斐閣，1982年）36頁。 
31山口俊夫「労働者の競業避止義務－とくに労働契約終了後の法律関係について」東京大学

労働法研究会編『労働法の諸問題』（勁草書房，1974年）409頁。 
32土田道夫「労働市場の流動化をめぐる法律問題（上）」ジュリスト 1040号（1994年）57

頁。 
33最一小判平成 22・3・25労働経済判例速報 2073号 3頁。 
34下級審判決としては，港ゼミナール事件（大阪地判平成元・12・5判例時報 1363号 104

頁），中央総合教育研究事件（東京地判平成 5・8・25判例時報 1497号 86頁），フリーラ

ン事件（東京地判平成 6・11・25判例時報 1524号 62頁），池本自動車商会事件（大阪地

判平成 8・2・26労働判例 699号 84頁）など。 
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    この点，チェスコム秘書センター事件35は，被用者は，雇用契約終了後は原則とし

て競業避止義務を負担しないとしつつも，被用者が労働契約継続中に獲得した取引

の相手方に関する知識を利用して使用者が取引継続中のものに働きかけをして競業

を行うことは許されないとし，そのような働きかけをした場合には労働契約上の債

務不履行となる，と判断した。本件は原告側が不法行為の主張をしておらず救済の

観点から債務不履行責任を認めたとも解される事例ではあるが，明示の特約なくし

て債務不履行責任を認めた点は妥当でない36。 

 

2 就業規則が法的根拠となるか 

上記のように，被用者に債務不履行責任を追及するためには特約が必要と解され

るが，就業規則に退職後の競業避止義務に関する規定を設けた場合，同就業規則は

競業避止義務の根拠となるかは別途問題となる37。 

    前述した労働政策研究・研修機構による調査において，退職者に秘密保持義務，

競業避止義務などを課す取り決めの方式についてアンケートをとったところ， 

・「就業規則」が 47.9％， 

・「特に形式は定めておらず慣行による」が 19.0％， 

・「従業員の入社時に書面をかわす」が 12.7％， 

・「その都度退職する従業員との間で書面をかわす」が 10.9％， 

という結果であった。すなわち，書面をかわし特約を締結するのは，入社時または

退職時の 12.7％及び 10.9％の合計 23.6％であるのに対し，就業規則はその倍以上の

47.9％である。もちろん，ここでいう退職者に義務を課す取り決めには秘密保持義務

などが含まれているから，競業避止義務についてのみのデータではないものの，一

定数の企業では就業規則によって競業避止義務が定められている可能性がある。本

研究における裁判例の調査によっても，25 例中 9 例が就業規則で競業避止義務を定

 
35東京地判平成 5・1・28労働判例 651号 161頁。 
36土田道夫「出向先会社との競業を理由とする損害賠償責任の存否－チェスコム秘書センタ

ー事件判決」判例時報 1488号 192頁。 
37就業規則で退職後の競業避止義務の定められていたところ，同規則の有効性が問題となっ

た裁判例としては，東京リーガルマインド事件（東京地決平成 7・10・16 No.8），消防試験

協会事件（東京地判平成 15.10.17 No.14），すずらん介護サービス事件（東京地判平成 18・

9・4 No.19），モリクロ事件（大阪地決平成 21・10・23 No.25）がある。これらの裁判例

では，就業規則という法形式で競業避止義務を定めることの有効性は争点とされなかった。 
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めていた。よって，就業規則で退職後の競業避止義務を定めることができるかは重

要な問題である。 

    この点，特約か就業規則かという法形式ではなく，両者に関する実質的要件を確

立し，労使間の利益調整を図るべきであるとして，就業規則で退職後の競業避止義

務を定めることも許されるとする見解もある38。しかし，後述のとおり，競業規制の

可否は，当該被用者の地位，被用者の不利益の程度など個別的事情により決まるも

のであり，集団的かつ一般的な就業規則による規制にはなじまないといえる。また，

競業避止義務は，憲法で保障される被用者の職業選択の自由を制限するものである。

かかる制限は，被用者が自由意思で任意に約定に応じて初めて正当化されるという

べきであり，使用者が一方的に制定，変更しうる就業規則では競業規制を正当化で

きないというべきである。よって，退職後の競業避止義務を就業規則で定めること

はできないと考える39。  

     

第 4 章 不正競争防止法と競業避止特約の関係，及び，秘密保持特約と競業避止特約の関

係について 

1 不正競争防止法と競業避止特約の関係について 

(1) 不正競争防止法の効果について 

競業避止義務そのものを定めたものではないが，不正競争防止法は営業秘密の不

正使用について規定をしている。すなわち，同法 2 条 1 項 7 号は，事業者から「営

業秘密」を示された場合において，不正の競業その図利加害目的で営業秘密を使用

し開示する行為を不正競争としている。そして，営業秘密の不正使用が不正競争と

され事業者の営業上の秘密が侵害されるおそれがある場合等には，事業者は①差止

 
38土田・前掲注 2 200頁。もっとも土田教授は，「労働者の競業避止義務違反と損害賠償責

任の有無－東京学習協力会事件」ジュリスト 995号（1992年）116頁において，就業規則

の場合には当事者の自由意思に基づく約定より厳格な解釈がなされる必要がある，と述べ

られており，就業規則の場合特約よりも厳格に審査すべきという立場であると思われる。 
39片岡昇「企業秘密と労働者の責任」北川善太郎編『知的財産法制―21世紀への展望』211

頁（東京布井出版，1996年）は労働契約の終了後は契約存続中の誠実義務ないし競業避止

義務は解消されるのが原則であるから，就業規則によって退職後の競業避止義務を一方的

に制定することについては疑問で許されないとする。 

西谷敏『労働法』（日本評論社，2008年）195頁は，退職後の競業自由という被用者の重要

な権利を制限するという事柄の性質上，原則として明確な個別特約が必要とする。 
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請求（同法 3条 1項）40，②損害賠償請求（同法 3条 2項），③信用回復請求（同法

14 条）をすることができる。また，営業秘密の保護の必要性の高まりから不正競争

防止法は平成 15年から平成 18年に渡って 5度改正がされ， 

a営業秘密の不正使用についての罰則規定41， 

b損害額の立証が困難な場合の損害額の認定規定（5条）， 

c訴訟における裁判所による当事者に対する書類提出命令（7条 1項）及び書類提

出を拒む正当な理由があるかどうかを判断するためのインカメラ審理手続（7条 2

項）， 

d 準備書面や証拠に含まれる営業秘密を訴訟追行目的以外で使用等をしてはなら

ないという趣旨の裁判所の秘密保持命令（10条）， 

等の規定が設けられた。 

ここで，上記①の差止請求については，「営業上の利益を侵害され，又は侵害され

るおそれがある者は，その営業上の利益を侵害する者又は侵害するおそれがある者

に対し，その侵害の停止又は予防を請求することができる」とされているところ，

使用者は競業の差止までできるかは問題となる。 

この点，不正競争防止法はあくまで営業秘密の使用，開示を規制対象とする法律

であり，競業避止義務自体を創設する効果をもつ立法ではないとして否定する見解

がある42。確かに，営業秘密の不正使用以上に営業自体を差し止めることができると

するのは，営業秘密の保有者の保護として過大になり，職業選択の自由への過度の

制約にもなりうる。しかし，営業秘密の不正使用と競業行為が不可分一体となって

いるような場合には，競業行為の差止まで認めなければ使用者の保護を図ることが

 
40差止請求権の法的性質について鎌田薫「営業秘密の保護」判例タイムズ No.793（1992年）

55頁は，営業秘密は知的財産権による保護の対象となりえない性質のものであったり，そ

の保護を受けるのに必要な手続を採っていないものであるから，被侵害利益に対する支配

の絶対性を根拠とする物権的請求権類似の差止請求権を認めることはできず，侵害行為の

悪性が強い場合に限って，不法行為の原状回復権に類似の差止請求権を認めるものとせざ

るを得ない，と指摘している。 
41もっとも営業秘密を使用者から示され不正使用した場合，罰則規定が適用されるのは在職

中のみである（不正競争防止法 21条 1項 4号）。退職後は営業秘密媒体を不法領得した上

で営業秘密等を不正使用した場合にのみ罰則の対象とされる（同法 1項 5号）。退職後の営

業秘密の不正使用をあまりに厳格に罰すると，転職について抑止効果をもたらすおそれが

あると考えられるからである（経済産業省知的財産政策室「逐条解説不正競争防止法」（有

斐閣，2007年）173頁）。 
42土田・前掲注 2 192頁。  
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困難な場合も多い。例えば，大阪地判平成 8・4・1643は，男性用カツラの販売を業

とするX株式会社の従業員Yが退職後顧客名簿を不正利用して競業を行った事例で，

顧客名簿の使用差止のみならず，同名簿の顧客が Y の店に来店した場合にカツラの

販売などの営業行為まで禁止した。これはカツラの売買などの営業行為をすること

はもともと行った顧客名簿を使用しての X の顧客に対する勧誘によってもたらされ

る必然的な結果を利用する行為であるということができ，勧誘（営業秘密の不正使

用）と一体をなすものとして，営業秘密の使用に当たる，と解したものである。顧

客名簿が不当利用され元の使用者の顧客が不正使用者の顧客となってしまった以上，

売買までの差止を認めなければ侵害行為の効果を食い止めることができないため，

このような判断となったと解される。上記のような裁判例の解釈は，「侵害の停止」

を「請求することができる」という法の文言からしても不自然でない。よって，業

秘密の不正使用と競業行為が不可分一体となっているような場合には，競業行為の

差止請求も認められると考える44。 

競業避止特約もその効果として差止が認められるところ，競業避止特約と不正競

争防止法は退職後の不当競業に対する競業差止が認められる点で部分的に一致する。 

(2) 不正競争防止法の保護を受けるための要件について 

このように不正競争防止法は，明文上の差止請求や損害賠償額の推定など不正競

争に対して強力な規定を定めているが，その反面，「不正競争」（不正競争防止法 2

条 1 項 7 号）に該当するためのハードルも高い。従業員が企業から企業秘密等を示

された場合に同秘密の不正使用が不正競争に該当するためには， 

①同秘密が「営業秘密」に当たること， 

②不正の競業その他図利加害目的で営業秘密を使用すること， 

の２要件を充たすことが必要である。 

ここで，①「営業秘密」と言えるためには，Ⅰ秘密管理性，Ⅱ有用性，Ⅲ非公知

 
43判例時報 1588号 139頁。 
44同判決を妥当と評価するものとして田村善之「知的財産侵害訴訟における過剰差止め抽象

的差止め（上）」ジュリスト 1124号（1997年）91頁。その他東京リーガルマインド事件

（東京地決平成 7・10・16 No.8）は，競業が「不正競争」に該当する場合には，不正競争

防止法により実定法上の労働契約終了後の競業避止義務を肯定でき，さらに差止が認めら

れることにも言及している。荒木尚志『労働法』（有斐閣，2009年）241頁は，営業秘密を

用いた競業が，不正競争防止法が不正競争として禁止する「営業秘密を使用」（同法 3条 1

項）に該当しうる，とする。 
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性が必要である。そして，Ⅰの秘密管理性とは，従業員，外部者から客観的に秘密

として管理されていると認められることをいう。 

具体的には， 

a 当該情報にアクセスできる者が制限されていること（アクセス制限の存在）45， 

b 当該情報にアクセスした者に当該情報が営業秘密であることが認識できるよう

にされていること（客観的認識可能性の存在）46， 

が必要である。そして，裁判例はこの秘密管理性の要件を厳格に解している47。例え

ば，要件ａの問題でいえば，ゴアズオートサービス事件48は，紙情報へのアクセスが

制限されていなかったこと及びパソコン上の情報についてもパスワードをかけるな

どアクセスを制限する措置を取っていなかったとして，情報の営業秘密性を否定し

た。 

また，要件ｂの問題では，アコマ医科工業事件49は，顧客名簿についてマル秘など

秘密として管理されていることを示す表示を付するような取り扱いをしていなかっ

たとして，顧客名簿の営業秘密性を否定している。 

よって，使用者は，当該営業秘密を相当厳格に管理しないと，①の営業秘密該当

性におけるⅠ秘密管理性の要件をクリアできない。 

さらに，②の不正の競業その他図利加害目的で営業秘密を使用すること，の立証

も容易でない50。例えば，上述したゴアズオートサービス事件51は，被告の営業先に

は原告の顧客名簿に掲載されている顧客以外の顧客もいるとして顧客名簿の利用行

為を否定し，前掲アコマ医科工業事件は52，被告の顧客が原告の顧客と重なり合って

いることを認めつつ被告の売上の急伸について被告の営業努力によって達成された

と解する余地もあるとしてやはり顧客名簿の利用行為を否定している。また，かつ

らの製造販売会社の元社員が競業会社に就職したことが競業避止特約違反とされた

 
45鎌田・前掲注  58頁。 
46渋谷達紀「営業秘密の保護－不正競争防止法の解釈を中心として」法曹時報第 45巻第 2

号（1993年）358頁。 
47土田・前掲注 2 192頁。経済産業省知的財産政策室・前掲注 35頁。 
48東京地判平成 12・12・7判例時報 1771号 111頁。 
49東京地判平成 12・9・2判例時報 1764号 104頁。  
50升田・前掲注 1 34頁。 
51前掲注  ・東京地判平成 12・12・7。 
52前掲注  ・東京地判平成 12・9・2。 
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アートネイチャー事件53では，競業避止義務違反の他に顧客名簿の不当利用も問題と

されたが，裁判所は，被告の製品が廉価であることや被告が大量の広告を行ってい

たことなどから被告の顧客獲得実績は原告の顧客名簿を利用しなければ達成できな

かったなどの不自然な点は認められない，と認定している。 

これらの裁判例の傾向からすると，②の不正の競業その他図利加害目的で営業秘

密を使用すること，の立証も容易でなく，①の営業秘密のⅠ秘密管理性の立証の困

難性とあわせて，不正競争防止法の保護を受けるためのハードルはかなり高いこと

が分かる。 

      (3) 不正競争防止法と競業避止特約の関係について 

上記のように「不正競争」の要件の立証は容易でない。他方，競業避止特約にお

ける使用者の保護法益である正当な利益には，後述のとおり，不正競争防止法にお

ける営業秘密のような厳格な要件は設けられていない。また競業避止特約における

競業行為の立証も，不正の競業その他図利加害目的で営業秘密を使用することの要

件に比べ，容易である。 

もっとも，不正競争防止法違反は不法行為法の特則であるから54，契約を根拠とす

る競業避止義務の場合のように契約の有効性を問題としなくてよく，その点では不

正競争防止法の使い勝手がよい。また，「不正競争」の立証ができれば差止の他，損

害額の認定規定，訴訟における裁判所による当事者に対する書類提出命令，準備書

面や証拠に含まれる営業秘密を訴訟追行目的以外で使用等をしてはならないという

趣旨の裁判所の秘密保持命令など，不正競争防止法の様々な規定の恩恵を受けられ

る。 

つまり，不正競争防止法及び競業避止特約は要件及び効果にそれぞれに一長一短

がある。よって，使用者としてはケースや競業態様により，いずれかの制度を利用

して又は両制度を併用して不当な競業に対抗していくことになる55。 

 

2 秘密保持特約と競業避止特約の関係について 

企業秘密を保護するための手段としては，競業避止義務の合意の他，同義務より

 
53東京地判平成 17・2・23 No.16。 
54経済産業省知的財産政策室・前掲注 19頁。 
55不正競争防止法による差止は認められたものの競業避止特約の有効性は否定された事例

としてニッシンコーポレーション事件（大阪地判平成 10.12.22 No.10）。 
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被用者に緩やかな規制として，秘密保持特約を結ぶということも考えられる。秘密

保持特約の場合，後に述べるような競業避止義務の有効性判断要素である代償は要

求されず，期間の限定もそれほど厳格でなくてよいので56，特約の有効性が認められ

る可能性は競業避止特約に比べて高い。また，効果の面では秘密漏洩行為に対し損

害賠償請求できることはもとより差止請求も可能であると考えられる57。 

もっとも，秘密保持義務には前述の営業秘密の不正使用の場合の②の要件である

不正の競業その他図利加害目的で営業秘密を使用することの問題と同様，被用者が

秘密漏洩行為をしたという事実の立証が困難だという問題がある58。例えばアイシ

ーエス事件59は，原告の元従業員である被告が，原告を退職後，ロボットの製造ノ

ウハウを自らが取締役を務める被告会社に漏洩したとの主張に対して，ノウハウを

漏洩したのではないかという強い疑いがあるものの，被告が技術者ではないことか

らロボット製造ノウハウを理解し漏洩する能力があったか疑問が残るところであり，

また被告が本件ノウハウ中いかなるものを被告会社に漏洩したか特定して認定する

に足りる的確な証拠はない，と認定しており，秘密漏洩行為の立証の困難性を伺わ

せる。 

このように秘密保持義務違反についても，不正競争防止法における不正競争行為の

立証の場合と同様に，違反行為の立証が容易ではないという問題がある。 

よって，要件面で秘密保持特約と競業避止特約を比較すると，秘密保持契約は特

約の有効性の立証が容易だが違反行為の立証が難しく，競業避止特約は特約の有効

性の立証は難しいが違反行為の立証は容易である，ということができる。 

また，効果の面でも秘密保持特約に認められる差止はあくまで秘密漏洩行為の差

止が限度であり競業避止特約のように競業差止まではできない。 

秘密保持特約と競業避止特約では以上のような違いがあるため，使用者としては，

秘密保持義務の他に競業避止義務について被用者と合意をするインセンティブがあ

り，実際にも競業避止特約と秘密保持特約は併用されることが多い。 

    

第 5章 競業避止特約の有効性に関する学説の見解と裁判例の判断手法 

 
56土田・前掲注 2 198頁。 
57西谷 192頁 
58升田・前掲注 1 31頁。 
59東京地判昭和 62・3・10判例タイムズ 650号 203頁。 
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1 学説について 

(1) はじめに 

競業避止特約の有効性は，①前使用者の正当な利益，②被用者の地位の高さ，職

務内容，③競業制限の期間・地域・職種からみて職業活動を不当に制限しないこと，

④代償の存否・内容，の比較衡量により判断するというのが，現在の通説である60。 

    学説で特に争われているのは，代償が特約の有効要件となるかである。仮に代償

が競業避止特約の有効要件とされると代償のない特約は無効ということになる。 

代償の位置づけも含め競業避止特約の判断基準については以下のような見解があ

る。 

(2) 有効要件説 

    第一に，代償が競業避止特約の有効要件となるという見解がある61。この見解は，

競業避止特約を，被用者の義務だけを内容とする片務契約ではなく競業避止義務と

代償支払義務の対価関係を内容とする双務契約と構成されるべきとする62。同見解は，

競業避止義務が被用者に対し職業活動の一部を放棄させるという強力な効果を持つ

ものであるから競業制限の態様が限定されていることはもとより競業制限を正当化

させるための適正な対価が必要とするものであり，職業選択の自由に対する制限に

配慮した見解といえる。もっとも，この見解でも，競業避止義務と銘打っていても，

実質は競業の禁止ではなく営業秘密等の使用・開示の禁止を意味する場合であれば，

法的には守秘義務（秘密保持義務）にあたるから，代償は有効要件とはならないと

して，このような場合の典型例として顧客勧誘禁止特約63を掲げる。よって，まずは

純粋な競業制限なのかそれとも守秘義務的制限なのか振り分けをし，純粋な競業制

限の場合にのみ代償が有効要件となるというものである。 

   なお，被用者の転職の自由それ自体が制限・禁止される特約と被用者の同業他社

への転職は認めつつ職業活動の自由を部分的に制限する特約では代償のもつ意味は

異なるとし，前者の場合代償措置は有効要件になるとし，後者の場合代償は利益衡

 
60山口・前掲注 417頁。野田進「労働力移動と競業避止義務」季刊労働法 160号（1991年）

55頁。西谷・前掲注 196頁。土田道夫『労働契約法』（有斐閣，2008年）204頁。小畑

史子「退職した労働者の競業規制」ジュリスト 1066号（1995年）120頁。 
61山口・前掲注 429頁。土田・前掲注 2 208頁。 
62土田・前掲注 2 208頁。 
63顧客勧誘禁止特約とは，被用者が，使用者との間で，退職後使用者の顧客に対して営業を

行わないことを合意するもの。 
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量における一つの判断要素に留まるとする見解もある64。同見解の言う，転職は認め

つつ職業活動の自由を部分的に制限する特約，というのは秘密保持特約であること

が多いと思われ，同見解と代償有効要件説は実質的には同一であると思料する。 

     以上の説が機能するためには，通常の競業制限の場合と競業の禁止ではなく営業

秘密等の使用・開示の禁止を意味する場合とが明確に区別できる必要がある。この

二つの場合により代償が有効要件となるかどうかが変わるからである。しかし，ど

ちらの場合にあたるか判断がつかない事例もある。例えば，プロジェクトマネジメ

ントというチームのマネジメント手法のコンサルティングを業とする原告が自社に

おいて同コンサルティングの講師を務めていた被告に対し競業の差止の仮処分を求

めたピーエム・コンセプツ事件65では，判決主文で，「債務者は，平成 20 年 1 月 8

日を経過するまで，自ら又は第三者のために，プロジェクトマネジメントの教育業

務及びコンサルティング業務を行ってはならない」66とされた。この主文は競業が制

限されているものの競合会社に就職することまで禁止されたものではない。上記有

効要件説によると，かかる規制が通常の競業制限の場合なのか，それとも競業の禁

止ではなく営業秘密等の使用・開示の禁止を意味する場合なのか67区別するのは容易

ではない。 

また，特殊技術を用いた車両外装のへこみを修復する事業（デントリペア事業），

同じく特殊技術を用いた家具・車両内装の修復や色替えを中心とした事業（インテ

リアリペア事業）を行う原告が退職した被告に対し競業の差止と損害賠償を求めた

トータルサービス事件68では，判決主文で，「被告は別紙目録 1 及び 2 記載の各技術

と同一内容の技術を用いた，デントリペア事業及びインテリアリペア事業を行って

はならない」とされた。この判決主文の制限も，通常の競業制限の場合なのかそれ

とも競業の禁止ではなく営業秘密等の使用・開示の禁止を意味する場合なのか判別

できない。 

 
64石橋洋「会社間労働移動と競業避止義務－退職後の労働者の競業避止義務を中心に」日本

報学会編『労働者の会社間移動と労働法の課題 日本労働法学会誌 84号』（1994年）120

頁。川田琢之「競業避止義務」講座 21世紀（4）147頁。 
65東京地決平成 18・5・24 No.18。 
66同差止の他，債権者の顧客にプロジェクトマネジメントの教育業務等に関して営業又は勧

誘のための接触をしてはならないという顧客勧誘の差止も認められた。 
67競業をしても構わないが，プロジェクトマネジメントというマネジメント手法（企業秘密）

は使用してはならない趣旨とも解釈しえる。 
68東京地判平成 20・11・18 No.23。 
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すなわち，競業制限の中には競業避止義務と秘密保持義務的な規制の中間的な制

限の態様も少なくないところ，上記有効説ではどちらの規制にあたるかの判断が容

易でなく，上記有効要件説を実際に機能させることは困難である。 

(3) 競業避止特約の目的で場合分けをする見解 

次に，競業避止義務の目的をノウハウ保護と顧客保護に分けて考えるべきとする

見解がある69。この見解は，競業避止義務の目的がノウハウ保護の場合には，ノウハ

ウと競業行為と不即不離の関係にあり競業行為からノウハウ使用行為のみを抽出し

て禁止する70ことが事実上困難なときのみ競業規制が許されるとする。他方，競業避

止義務の目的が顧客保護の場合にはいつでも代償を返還して義務を免れることがで

きるという趣旨が明確にされた上で代償の支払があるときや顧客開拓が専ら企業の

投下資本に基づいているとみなすことができるときのみ競業規制が許されるとする。 

    この見解は，顧客保護のための安易な競業制限を許さず，またノウハウ保護の目

的であってもできる限り競業制限の範囲を限定することに主眼を置いたものである。 

同見解は競業避止特約の目的をノウハウ保護と顧客保護に分けて考えることが可

能という前提に立脚しているが，現実には両者の目的が併存して制限がされている

ことがほとんどであり7172，競業避止特約の目的をノウハウ保護と顧客保護に区別す

るのは容易でない。よって，この説を実際に機能させることも困難であると思われ

る。 

(4) 公正な競争の範囲を超えて社会通念上許されないような競業は禁止されるとする

見解 

退職従業員による企業の顧客の奪取であっても，それが公正な競争によるもので

ある限り，営業の自由として当然に許される行為であるから，元の企業には公正な

競争によって顧客が奪われることを防ぐために競業避止特約によって退職従業員の

職業活動の自由を制限することに正当な利益を有しないとし（競業避止義務が認め

 
69田村善之『競争法の思考形式』「労働者の転職・引抜きと企業の利益」（有斐閣，1999年）

75頁。 
70同見解は，競業行為からノウハウ使用行為のみを抽出して禁止するとは秘密保持契約やノ

ウハウ使用禁止特約である，と説明している。 
71小塚・前掲注 3 69頁。 
72例えば，ダイオーズサービシーズ事件（東京地判平成 14・8・30 No.12）では，競業避止

特約の目的は，「顧客の名簿及び取引内容に関わる事項」並びに「製品の製造過程，価格等

に関わる事項」とされ，競業避止特約の目的に技術的秘密，ノウハウ及び顧客保護が併存

している。 
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られない），逆に，退職従業員の顧客の奪取が公正な競争の範囲を超えて社会通念上

許されないと評価されるときは，それは営業の自由という基本的人権の行使とはい

えず退職従業員に保護に値する利益はなく，元の企業にはこのような不公正な競争

による顧客の奪取から保護されるべき利益が認められる（競業避止義務が認められ

る），とする見解もある73。 

この見解は，要は，公正な競争の範囲を超えて社会通念上許されないような競業

のみ禁止され，公正な競業は代償を支払っても禁止することはできないというもの

である。この見解は，適切な代償の支払があれば競業を制限することも可能である

とする有効要件説に反対し，公正な競業を行う自由は，前使用者に正当な目的があ

りかつ制限が限定され代償が支払われていても制限することはできない，という価

値判断に基づいている。 

また同見解は，競業避止特約について確認的，宣言的効力しかないとしているの

で，特約がなくても競業避止義務が認められるという立場だといえる。同見解によ

れば，競業避止義務違反が認められるかは，特約の有効性ではなく被用者の競業態

様のみに着目して判断すればよいということになる。 

しかし，公正な競争か否かという基準は極めて価値的であり，裁判官の価値観に

よって結論が大きく左右される可能性がある。このような曖昧な基準で競業避止義

務が認められるかを判断するのは妥当でない。 

また，同見解によれば，公正な競業であれば，企業秘密の重要性にかかわらず競

業避止義務を定める条項は一切無効ということになる。そうすると，例えば，企業

秘密の内容が重大で被用者が真に自由意思で競業をする自由を放棄して競業制限の

個別合意を結んだ場合でも，公正な競業であれば同合意が無効とされてしまうこと

になるが，これでは企業秘密に対する保護が不十分と考える。 

また，私的自治の観点からしても，適切な代償を受領しその代わりに職業選択の

自由を放棄する特約を認めてもよいと思われ，代償を支払ったとしても公正な競業

を制限することはできないというのは行き過ぎである74。 

よって，企業秘密の保護及び私的自治の観点からは，公正な競争の範囲を超え

 
73早川徹「営業秘密の保護と役員・従業員の守秘義務・競業避止義務」『知的財産法の法的

保護』（関西大学法学研究所，1997年）192頁。 
74土田・前掲注 2 210頁。 
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た競業のみ規制できるとする見解はとり得ない。 

 

2 裁判所の判断手法について 

    競業避止特約の有効性について最高裁判所の判例はなく，リーディングケースと

されるのは，フォセコ・ジャパン・リミティッド事件75である。同裁判例は競業避止

特約の有効性の判断は，制限の期間，場所的，制限の対象となる職種の範囲，代償

の有無等について，債権者の利益，債務者の不利益，及び社会的利害（独占集中の

虞れ，それに伴う一般消費者の利害）の三つの視点に立って慎重に検討していくこ

とを要する，とし現在の学説に近い判断手法を採っている。 

    ただ，この裁判例後は，慎重な利益衡量をすることなく特約を有効とする裁判例

が続いた。例えば，新大阪貿易事件76では，顧客情報も重要な企業利益であり，企業

が合理的な範囲で従業員の在職中及び退職後の自由な利用を制約することは合理性

を欠くものではないとされ，ケプナー・トリゴー日本事件77では，同契約は，被告主

張のとおり被告の営業活動を制約するものであるものの，その禁止期間，業務の範

囲等に鑑み，公序良俗に反すると認めるべきほどに被告の営業活動を過度に制約す

るものとはいえない，として，競業避止特約の有効性が肯定された。 

その後，平成 7年の東京リーガルマインド事件78において判決は，競業避止義務の

根拠と要件を二分する注目すべき判断をした上で，被用者の地位，競業禁止の期間，

地域，対象行為などの事情を勘案し被用者の不利益が必要な限度を超えていないか

により特約の有効性を判断すると述べ，前述の 4 要素で判断する説に近い構成を示

した79。 

 この東京リーガルマインド事件の判決以降，ほとんどの裁判例が前述の 4 要素か

それに近い基準による利益衡量を用いて，競業避止特約の有効性を判断するように

なった。例えば，ニッシンコーポレーション事件80，ダイオーズサービシーズ事件81，

 
75奈良地判昭和 45・10・23 No.3。 
76大阪地判平成 3・10・15 No.4。 
77東京地判平成 6・9・29 No.7。 
78東京地決平成 7・10・16 No.8。 
79東京リーガルマインド事件を，従来の裁判例の判断方法及び結論との対比からして，画期

的な裁判例として評価するものとして高橋賢司「退職後の競業避止義務と差止請求－東京

リーガルマインド事件」労働判例 697号（1996年）19頁。 
80大阪地判平成 10・12・22 No.10。競業避止の対象，場所的限定，期間，代償がないなど
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ピーエム・コンセプツ事件82，ヤマダ電機事件83などである。 

 以上の裁判例などによれば，現在において裁判所の判断手法は，特約の有効性を 4

要素またはこれに近い枠組みで判断するということでほぼ固まったと考えてよいと

思われるが，問題となるのは代償の位置づけ，すなわち，代償が競業避止特約の有

効要件となるかという点である。 

この点，東京リーガルマインド事件84は当事者間で競業避止義務を作出する場合に

は，被用者はもともとそのような義務を甘受しなければならない地位にあるわけで

はないから，特約の有効性を認めるためには代償が要件となる，としている。また，

東京貨物社事件85は，競業避止特約が有効と言えるための要件として，合理的理由が

あること，必要な範囲でのみの禁止であること，正当な手続きを経ていること，正

当な対価の存在が必要であるとして，代償が有効要件となることを述べている。 

 もっとも，裁判例で代償を有効要件としているのはこの 2 例のみであり，近時の

ほとんどの裁判例は代償を特約の有効性を判断するための一要素と位置づけるに留

まっている86。 

 以下第 5章では，4要素の具体的内容について，学説の見解及び裁判例で認定され

 

から競業避止を認める合理性に欠けると判断した。 
81東京地判平成 14・8・30 No.12。退職後の秘密保持義務が合理性を有することを前提に，

期間，区域，職種，使用者の利益の程度，被用者の不利益の程度，被用者への代償の有無

等諸般の事情を総合して合理的な制限に留まっているかを判断すべきとし，結果として特

約の有効性を肯定した。 
82東京地決平成 18・5・24 No.18。競業禁止条項の合理性は，競業禁止条項の目的，被用者

の従前の地位，競業禁止の期間，地域，職種，代償措置等を総合的に考慮し，職業選択の

自由を不当に制約する結果となっているかどうか等に照らし判断すべきとし，結果として

特約の有効性を肯定した。 
83東京地判平成 19・4・24 No.21。競業禁止条項の目的，在職中の被告の地位，転職が禁止

される範囲，代償措置の有無等に照らし，転職を禁止することに合理性があると認められ

ないときは，競業禁止条項は公序良俗に反して無効となるとしたうえで，条項の有効性を

肯定した。 
84東京地決平成 7・10・16 No.8。もっとも，同裁判例は実定法上の競業避止義務が認めら

れる場合は代償を不要としている。 
85浦和地決平成 9・1・27 No.9。  
86前述のニッシンコーポレーション事件（大阪地判平成 10・12・22 No.10），ダイオーズサ

ービシーズ事件（東京地判平成 14・8・30 No.12），ピーエム・コンセプツ事件（東京地決

平成 18・5・24 No.18），ヤマダ電機事件（東京地判平成 19・4・24 No.21）の他，新日本

科学事件（大阪地判平成 15・1・22 No.13），トーレラザールコミュニケーションズ事件（東

京地決平成 16・9・22 No.15），アートネイチャー事件（東京地判平成 17・2・23 No.16），

アサヒプリテック事件（福岡地判平成 19・10・5 No.22），トータルサービス事件（東京地

判平成 20・11・18 No.23），モリクロ事件（大阪地決平成 21・10・23 No.25）など。 
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た事実について詳論する。 

 

第 5章 4要素の具体的内容について 

  1 ①前使用者の正当な利益 

(1) 学説 

通説は，競業から保護されるに値する企業利益は企業固有の特殊的知識であり，

かかる利益の保護のみが合理性を有するとしている87。すなわち，被用者が雇用期間

において得られる知識を，職務の遂行にあたって通常得られる一般的なもの（一般

的知識）と本来その企業のみが有する独特の知識または情報であって，使用者から

被用者に対してそれが伝達ないし開示される場合には第三者に漏洩しないことを特

に言い渡される特別なもの（特殊的知識）に分け，後者のみを保護の目的として正

当であるとする88。 

  そして上記特殊的知識として保護に値するのは，不正競争防止法上の営業秘密及

び営業秘密に該当しないものの要保護性の高い機密情報だとされる89。 

上記のような特殊的知識の他に，顧客確保の目的が競業避止特約の正当な目的に

なるかは問題となる。学説の多数は，使用者が広告を展開するなど資本を投下して

開拓した顧客リストは特殊的知識ないし保護に値する利益となる反面，そうではな

い顧客の一般的確保を目的に競業避止義務を設定することは競争相手の排除を目的

としているのと同様で許されない，とする90。 

(2) 裁判例 

 
87土田・前掲注  620頁。盛岡・前掲注 38頁。山口・前掲注  421頁。 
88金春陽「アメリカにおける退職後の競業避止特約－営業秘密の保護を中心として」同志社

法学 55巻 2号 92頁は，アメリカの裁判例を研究し，同国では一般的知識か特殊的知識か

の区別の基準として，①被用者は，競合製品を作るために必要とされる知識を前使用者と

の雇用関係から得たのか，それとも単に一般の製造技術に依拠したにすぎないのか，②被

用者は，前使用者から得た知識ぬきに，以前と同様に競業を続行することができるかどう

か，という判断枠組みが存する，とする。 

 他方，石橋洋「企業の財産的情報の保護と労働契約」日本労働法学界編『情報と労働法 

日本労働法学会誌 105号』（法律文化社，2005年）は，企業の財産的情報は，常に特殊的

知識と一般的知識・技能とに明確に区別できるのもではなくむしろ渾然一体としており，

使用者にとって財産的価値があることはもとより被用者の職業能力にとっても財となる情

報をなしている，として，特殊的知識と一般的知識・技能の区別の困難さを指摘している。 
89土田・前掲注 2 213頁。同論文では，使用者がコストを投下して開拓した顧客リストなど

も営業秘密や営業秘密外の機密情報に含まれる場合がある，とされる。 
90田村・前掲注 76頁。 
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ア 裁判例の分類 

裁判例で使用者の利益として認定されているものは，大きく分類すると，技術的

秘密，ノウハウ91及び顧客情報に分けられる92。以下，競業避止特約の有効性を肯定

した裁判例において，技術的秘密，ノウハウ及び顧客情報としていかなる事実が認

定されたかを論じ，更に使用者の正当な利益が否定された裁判例において，どのよ

うな理由で同利益が否定されたについて述べる。 

   イ 技術的秘密 

調査した 25 例中 5 例（No.3，10，12，23，25）において技術的秘密が使用者の

保護法益と主張され，その内 4 例で競業避止特約の有効性が肯定されている。技術

的秘密が使用者の利益とされる場合，特約の有効性が肯定されることが多い。有効

性が肯定された裁判例は，フォセコ・ジャパン・リミティッド事件93，ダイオーズサ

ービシーズ事件94，トータルサービス事件95及びモリクロ事件96である。 

フォセコ・ジャパン・リミティッド事件は，被用者の一般的知識・技能は被用者

の一種の主観的財産を構成しこれを禁じることは許されないが，当該使用者のみが

有する特殊な知識は使用者にとって一種の客観的財産であり保護に値する法益であ

るとした上で，金属鋳造用副資材の製造過程に関する技術を使用者の特殊知識であ

るとした。同裁判例で特徴的なのは，市販されている使用者の商品が容易に模倣で

きるとすると使用者の技術的秘密は客観的には保護に値しないとした上で，使用者

の商品を詳細に分析し結論としては容易に模倣できないとして使用者の正当な利益

を認めた点である。 

ダイオーズサービシーズ事件では，競業避止特約の目的は，「顧客の名簿及び取引

内容に関わる事項」並びに「製品の製造過程，価格等に関わる事項」とされ，顧客

 
91ノウハウの定義について，樫原義比古「労働者の退職後における競業禁止に関する契約」

中川淳先生還暦祝賀論集刊行会編『民事責任の現代的課題』（世界思想社，1989年）444頁

は，ノウハウとは「秘訣」とか「こつ」を意味する用語で，営業上の秘訣と技術上の秘訣

に分類され通常は後者の技術上の秘訣の意で用いられる，とする。もっとも本稿ではノウ

ハウを営業上の秘訣という意で用い，技術上の秘訣は技術的秘密として分類することとす

る。 
92もちろん，技術的秘密と顧客情報，ノウハウと顧客情報，技術的秘密とノウハウ，のよう

に使用者の正当な利益の内容が併存している場合もある。 
93奈良地判昭和 45・10・23 No.3。  
94東京地判平成 14・8・30 No.12。 
95東京地判平成 20・11・18 No.23。 
96大阪地決平成 21・10・23 No.25。 
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情報の他，技術的秘密も特約の目的であるかのような言及があるが，製品の製造過

程の中身については全く触れられないまま特約の有効性が肯定され，不十分な認定

となっている。 

トータルサービス事件では，原告がアメリカの企業と独占的実施契約を締結した

車両の外装のへこみを特殊な技術を用いて短時間で修復するデントリペア技術及び

車両の内装や家具の表面についた傷を出張修理で特殊な充填剤を用いて取り換えな

どをせず修復をするインテリアリペア技術，さらにこれらの技術をフランチャイズ

化したところに原告の独自性があるとし，同技術等が営業秘密に準じるとして，競

業避止特約の正当な利益とされた。 

モリクロ事件は，債権者のめっき加工や金属表面処理について独自の技術的ノウ

ハウが存在することについて一応の疎明があったものと認められるとしているが，

保全事件であり債権者の立証が疎明で足りるとされていることも影響しているのか，

独自の技術やノウハウの中身については具体的に認定されていない。 

他方，技術的秘密が使用者の利益であると主張されたものの特約の有効性が否定

された事例としてニッシンコーポレーション事件97がある。同裁判例は，フッ素樹脂

シートライニングの技術を用いた耐食容器の製造手法についてその中身を詳細に認

定したうえで，同製造手法が不正競争防止法の「営業秘密」であり，かつ，競業避

止義務を課すための正当な利益であることを認めつつ，競業制限が広範囲になって

いることなどを理由に競業避止特約の有効性は否定した。 

   ウ ノウハウ 

25 例中 9 例（No.8，13，14，15，16，18，21，24，2598）でノウハウが使用者

の利益と主張され，そのうち 3 例で特約の有効性が肯定されている。有効性が肯定

されたのは，トーレラザールコミュニケーションズ事件99，ピーエム・コンセプツ事

件100及びヤマダ電機事件101である。 

 
97大阪地判平成 10・12・22 No.10。 
98No.25は，営業職について，債権者（使用者）がどのような取引先といかなる商品をどの

ような値段でどのくらいのペースで取引しているかという企業秘密が使用者の利益と主張

された。同利益は本稿ではノウハウと分類している。他方，品質管理部門の社員に対する

競業避止義務は，特殊なめっき加工及び金属表面処理の技術やノウハウが使用者の利益と

主張され，本稿では同利益を技術的秘密として分類している。 
99東京地決平成 16・9・22 No.15。 
100東京地決平成 18・5・24 No.18。 
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トーレラザールコミュニケーションズ事件では，医療機関等に対し広告業務を行

う原告について，競業避止特約にて達成される目的を，取引先，下請業者，協力専

門医などの人的関係の維持であり，これらを包括してノウハウと位置づけ，これら

が他社に容易に用いられれば企業の独自性，優位性，差別化要因が失われるとして

いる。この判断は実際の商取引に即した判断であり妥当と評価できる。 

ピーエム・コンセプツ事件では，プロジェクトマネジメントというチームのマネ

ジメント手法のコンサルティングに関する教材やコンサルティングに関するノウハ

ウが業務の重要な地位を占めているとした上で，会社の存立基盤を維持していくた

めには教養を行うことを一定期間禁止する必要があるとして，規制を正当な目的か

らされたものだとしている。 

ヤマダ電機事件においては，被告が重要な店舗の店長を歴任し更に役員及び幹部

従業員により構成される営業会議に毎週出席したことにより，原告の全社的な営業

方針，経営戦略を知ることができたとして，このような社員に対し競業避止義務を

課すことは不合理ではないとしている。 

同裁判例が特徴的であるのは，原告が固有のノウハウ保護が目的であると主張し

つつもその具体的内容を主張立証したとはいい難いと認定しながらも， 

①原告と被告の新たな勤務先102の販売方法や商品管理が同一であるとは考え難い

こと， 

②被告は両社の相違点を熟知しており原告が原告のノウハウ等について具体的に

主張立証しなくても被告の防御権が侵害されることはないと解されること， 

③原告が本件訴訟において営業秘密にわたる事項を具体的に開示すると，被告を

通じて競合会社に伝わり原告に更なる不利益が生じかねないこと， 

④競業避止義務違反の態様が軽微でないこと， 

を理由として，原告がノウハウの具体的内容を主張立証したとは認められないとし

ても，競業避止特約の有効性を判断する上で問題とならない，とした点である。①，

②及び④の理由により使用者側の主張立証責任を緩和することには賛成できないが，

③については検討に値すると考える。この点，企業が裁判の主張，立証の場面で秘

密を特定し証拠を提出する場合，秘密の漏洩と無断利用という危険を覚悟する必要

 
101東京地判平成 19・4・24 No.21。 
102ケーズデンキという原告同様全国展開している家電量販店であった。 
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があり，企業としては困難な訴訟活動を強いられるともいえる103。上記危険を緩和

するために，不正競争防止法が改正され，訴訟の当事者の申立により相手方当事者

に対し営業秘密を当該訴訟の追行の目的以外の目的で使用等をしてはならないとす

る秘密保持命令を裁判所は発令できるとされたが（不正競争防止法 10 条 1 項），同

規定もどこまで実効的であるかは未知数である。現状の法制度を前提とすると，原

告としては相手方に漏洩しない範囲で企業秘密を主張立証する必要があり，実務上

問題であると考えられる。 

他方，使用者側がノウハウ保護を特約の目的として主張したものの，使用者の正

当な利益が認められないとされた裁判例として，アートネイチャー事件104と新日本

科学事件105がある。 

かつらの製造販売及び毛髪育成指導等を業とする原告が，退職後競合する会社に

就職した被告に対し顧客の勧誘を禁止したアートネイチャー事件においては，原告

は商品知識，接客サービスの方法等の営業ノウハウについても競業避止義務で保護

されるべきであると主張した。裁判所は，同ノウハウについては，従業員が日常的

な業務遂行の過程で得られた知識，技能であり競業避止義務の保護の対象とはなら

ないとした。同判例は，被用者が雇用期間において得られる知識を，一般的知識と

特殊的知識に分け，後者のみを保護の目的として正当とする学説の見解に近いもの

と言える。 

また，製薬会社等から医薬品等の開発業務を受託する開発業務受託機関に勤めて

いた原告が，同機関に対し，競業避止義務の不存在の確認を求めた新日本科学事件

では，被告側は治療薬に関する秘密，ノウハウが競業避止義務の正当な根拠になる

と主張した。裁判所は，原告が被告に在職中関わった治療薬のプロジェクトは同治

療薬の特許が国際公開され化学的組成などが公開されていること，他のプロジェク

トでは原告が治療薬や治療手続の内容を知りうる立場にあったとはいえないこと及

び治療の実施方法についても被告側に独自のノウハウがあったとはいえないことな

どから，競業避止義務を課す正当な理由はないとした。 

エ 顧客情報 

 
103升田・前掲注 1 34頁。 
104東京地判平成 17・2・23 No.16。 
105大阪地判平成 15・1・22 No.13。 
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調査した 25 例中 11 例で顧客保護が使用者側の利益として主張されそのうち 4 例

で特約の有効性が肯定されている。例えば新大阪貿易事件106では，申請人の得意先

ないしそれに関する顧客情報が保護法益とされている。同裁判例は顧客情報につい

て，特許権ないしこれに類する権利やノウハウなどほどには特別な秘密保持を必要

としないものであるが，それを従業員がその利益のために自由に利用すれば，場合

によっては，企業の存立にも関わりかねないことになる点において，特許権等の権

利利益と異なることのない重要な企業利益である，としている。 

ダイオーズサービシーズ事件107においても顧客情報が知的財産権と同様の価値を

有するとの判断がされている。すなわち，同裁判例は，顧客の名簿及び取引内容に

関わる事項並びに製品の製造過程108，価格等に関する事項は，マット・モップ等の

個別レンタル契約を経営基盤の一つにおいている原告にとっては，経営の根幹に関

わる重要な情報であって，これを自由に開示・使用されれば，容易に競業他社の利

益又は原告の不利益を生じさせ，原告の存立に関わりかねないことからすれば特許

権に劣らない価値を有する，と認定している109。 

新大阪貿易事件もダイオーズサービシーズ事件も，顧客情報は知的所有権に劣ら

ない価値を有する，という言い回しをわざわざとしており，かかる判示からは裁判

所も顧客情報を使用者の正当な利益として認定することに慎重な態度であることが

伺える。 

他方，顧客保護の目的が使用者の利益として否定されたものとしてはキヨウシス

テム事件110がある。同裁判例は，原告が，退職後に競合関係にある工場に就職した

元工員に対して競業避止特約に違反するとして損害賠償請求をしたものであるが，

裁判所は，判決で特約について単に原告の取引先を確保するという営業利益のため

に締結されたものとして保護に値する利益を認めていない。 

また，金融業を営んでいた原告の元社員が同じく金融業を営む競合会社に就職し

 
106大阪地判平成 3・10・15 No.4。  
107東京地判平成 14・8・30 No.12。 
108同製品の製造過程も保護法益とされているが，製造過程の中身については具体的に触れ

られていない。 
109原告はマット・モップのレンタル事業を全国的に営む株式会社ダスキンとフランチャイ

ズ契約を営む会社。 
110大阪地判平成 12・6・19 No.11。  
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たことが競業避止特約違反とされた西部商事事件111では，判決は，電話営業では顧

客との直接の個人的な関係が生じることはなく被告が他社に移転するに伴いその個

人的な結びつきにより顧客までも一緒に移転することは考えられないことから，被

告の場合に営業秘密漏洩防止のために競業避止特約を締結する必要性はそれほど大

きくなかった，としてその他の事情も加味した上で競業避止義務を否定している。

同裁判例は顧客奪取の危険性を具体的に検討しており，どのような場合に顧客保護

が正当な利益となるかを考えるにあたって参考となる。 

 

2 ②被用者の地位の高さ，職務内容 

(1) 学説 

学説は，競業避止義務が正当とされるためには被用者が使用者の営業秘密を知り

うる地位や顧客に影響力を及ぼしうる地位にあることを必要であり，そのような地

位，職務にない被用者に対して競業避止義務を課すことは許されない，とする112。 

しかし，被用者が営業秘密を知りうる地位や顧客に影響力及ぼしうる地位でなけ

れば，その被用者との間で締結された競業避止特約は，使用者の正当な利益の利益

を目的としていないことになるので，そもそも①の要素で特約が無効となるはずで

あり，殊更②の要件を設ける意味はないと思われる。 

(2) 裁判例 

ア 特約を有効とした裁判例について 

裁判例において，競業避止特約の有効性が肯定された事例では，競業避止義務を

負担する者の地位の高い場合が多い。例えば，代表取締役社長及び代表取締役副社

長（フレンチ・エフ・アンド・ビー・ジャパン事件113），執行役員（トーレラザール

コミュニケーションズ事件114 アイメックス事件115），理事会に出席する地区部長

（ヤマダ電機事件116），営業部長（新大阪貿易事件117）などである。 

また，これらの裁判例のように役職にない場合でも，被用者が，使用者の技術的

 
111福岡地裁小倉支判平成 6・4・19 No.6。  
112土田・前掲注 2 215頁。石橋・前掲注 （会社間労働移動）119頁。 
113東京地決平成 5・10・4 No.5。  
114東京地決平成 16・9・22 No.15。 
115東京地判平成 17・9・27 No.17。 
116東京地判平成 19・4・24 No.21。 
117大阪地判平成 3・10・15 No.4。 
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情報やノウハウを知りうる地位にあったようなときは競業避止義務が肯定されてい

る。例えば，フォセコ・ジャパン・リミティッド事件118では，被用者は在職中研究

室などに所属し製品検査などに携わっており使用者の技術的秘密を知り，知りうる

べき地位にあったことが，競業避止義務を正当化する一つの根拠とされている。そ

の他コンサルティング会社においてコンサルティング手法のノウハウを学んだイン

ストラクター（ケプナー・トリゴー日本事件119，ピーエム・コンセプツ事件120）や

車両の外装のへこみを特殊な技術を用いて短時間で修復する技術等のインストラク

ター（トータルサービス事件121）は使用者のノウハウを知りうる地位にあった者と

して競業避止義務を肯定されている。 

さらに，ダイオーズサービシーズ事件122では，やはり被用者は役職等に地位には

なかったが，商品の配達や回収等の営業の最前線におり，顧客の名簿や製品の価格

等を知りうる立場にあったとして，かかる立場にあったことが競業避止義務を正当

化する一つの根拠とされている。 

このように，競業避止特約の有効性が肯定されている事例では，被用者の地位が

高い，営業秘密等を知りうる立場にあった，などの事実が認められる。もっとも，

前述のとおりそのような立場にない者に対する競業避止特約は，そもそも使用者に

競業制限の正当な利益がないといえる。したがって，以上に挙げた裁判例において

も，使用者に競業制限の正当な利益が認められる結果，被用者が一定の地位にあっ

たと考えられる。 

イ 特約を無効とした裁判例について 

競業避止特約の有効性が否定されている裁判例では，被用者の地位が低い場合が

多い。例えば，洋服の販売員（原田商店事件123），期間の定めのある雇用契約で雇用

されている工員（キヨウシステム事件124），特許事務所の事務職員（A特許事務所事

件125）などである。 

 
118奈良地判昭和 45・10・23 No.3。 
119東京地判平成 6・9・29 No.7。 
120東京地決平成 18・5・24 No.18。 
121東京地判平成 20・11・18 No.23。 
122東京地判平成 14・8・30 No.12。 
123広島高判昭和 32・8・28 No.1。 
124大阪地判平成 12・6・19 No.11。 
125大阪地決平成 17・10・27  大阪高決平成 18・10・5 No.20。 
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他方，ニッシンコーポレーション事件126では，被用者は専務取締役と営業課長で

ありさらに使用者の製品のノウハウや中枢の業務に関わっていたもので地位が高か

ったとされ，競業避止義務を課す必要性も一般社員に比べ高いとされたものの，競

業が禁止される業務が広範囲にわたっていたことや代償がなかったこと127などによ

り，競業避止特約の有効性が否定されている。 

 

3 ③競業制限の期間・場所・職種からみて職業活動を不当に制限しないこと  

(1) 学説 

有力な学説は，期間の限定を必須の要件とし，いかに重要な営業秘密等であって

も，不当に長期にわたる競業規制は許されないとしつつ，どの程度の期間であれば

許されるかは個別具体的に判断すべきとする128。同説は他方で，場所の限定につい

ては，学習塾の顧客の保護のように地域性が強い事業であれば地域を限定する必要

がある一方，普遍性の高いノウハウ等であれば，地域無限定であっても直ちに無効

とされるものではない，とする129。同学説によれば期間と地域の限定において，無

限定の特約の扱いが異なることになる。 

    上記学説と矛盾するものではないが，期間，場所，対象職種の三要素は，等しい

重要性を持つものではないとする見解がある130。すなわち，期間的限定や地域的限

定が考慮されるにしても，それらはそれ自体で約定の有効性を決定する基準となる

ものではなく，制約される職業活動の具体的内容を示す対象職種の判断が重要であ

り，期間的限定や地域的限定はこの判断のための参考要素に過ぎない，というもの

である。後述のとおり対象職種の制限が被用者にとって最も影響が大きいと思われ

るので，対象職種の限定が重要であるということには同意できるが，対象職種の限

定性の判断はあくまで職種に着目したものであり期間限定や地域限定を包含した判

断ではないから，期間的限定や地域的限定が対象職種の制限の判断の参考要素にな

るという点には若干疑問が残る。 

 
126大阪地判平成 10・12・22 No.10。 
127代償がないだけでなく，退職金が本来規定により得られる額より少なく支給されていた。 
128西谷・前掲注 196頁は，情報化の進展により企業秘密・ノウハウなどの寿命が短くな

っていることにも考慮し，特段の事情（制限の特別の必要性，高額の代償など）がない限

り，1年程度とすべき，とする。 
129土田・前掲注 2 216頁。 
130山口・前掲注 420頁。 
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(2) 裁判例 

ア 期間限定について 

(ア) 特約が無効とされた裁判例について 

今回調査した裁判例中，期間限定がされていなかった裁判例は 25例中 4例のみで

あった（No.1，2，19，23）。そのうち 2例は特約が無効となっている。 

同 2 例のうち，原田商店事件131では期間限定がされていないことについて特に言

及はされなかったが，すずらん介護サービス事件132では期間限定がされていなかっ

たことが特約を無効とする要因とされた。 

また，期間限定がされていたものの競業禁止期間が長すぎるとして競業避止特約

の有効性が否定された事例として，ニッシンコーポレーション事件133の 5 年間，ア

サヒプリテック事件134の 3年間（誓約書）及び 2年間（就業規則）がある。 

アサヒプリテック事件では，2年間という期間は長期間であると認定されているが，

いずれも特約の有効性が肯定されたフォセコ・ジャパン・リミティッド事件135，ダ

イオーズサービシーズ事件136及びトーレラザールコミュニケーションズ事件137では，

2 年間の競業禁止について期間限定がされているとか短期間であると認定されてい

る。よって，2年間という期間限定が長期間であるか短期間であるかは，裁判例でも

評価が分かれるところである。 

他方，競業禁止期間が短かったものの特約の有効性が否定された事案として，キ

ヨウシステム事件138の半年間，新日本科学事件139の 1 年間がある。キヨウシステム

事件でも新日本科学事件でも期間が限定されていたことは肯定的に評価されている

が，前者の事件では競業制限をする正当な理由が欠けていることや被用者の地位が

低かったこと，後者の事件でも競業制限をする正当な理由がないことや被用者の受

ける不利益が大きいことに鑑みて，競業避止特約の有効性が否定されている。 

 
131広島高判昭和 32・8・28 No.1。 
132東京地判平成 18・9・4 No.19。  
133大阪地判平成 10・12・22 No.10。 
134福岡地判平成 19・10・5 No.22。  
135奈良地判昭和 45・10・23 No.3。  
136東京地判平成 14・8・30 No.12。  
137東京地決平成 16・9・22 No.15。  
138大阪地判平成 12・6・19 No.11。 
139大阪地判平成 15・1・22 No.13。 
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(イ) 特約が有効とされた裁判例について 

競業禁止期間が限定されていないのに特約が有効とされた事案として日本警備装

置事件140とトータルサービス事件141がある。このうち，日本警報装置事件は，被用

者が 48万円の代償を十分納得した上で受領し同代償を条件に任意に競業避止特約が

結ばれた事案であり，かかる事案においては，被用者に代償を返還して特約の効力

を免れる余地を残せば期間限定がなくても特約の有効性を肯定して良いと考える。 

他方，トータルサービス事件では，使用者の利益が営業秘密に準じるほど要保護

性が高いとして期間を限定するまでもなく被用者は競業避止義務を負うとしたが，

使用者の利益が営業秘密に準じることと期間無限定で良いことの間の論理的関連性

が不明である。 

その他，特約が有効とされた事案で競業禁止期間が長いものは，フレンチ・エフ・

アンド・ビー・ジャパン事件142の 5 年間，新大阪貿易事件143の 3 年間がある。これ

らの裁判例はいずれもやや古い裁判例であり現在の裁判例の主流より緩やかな認定

となっている。 

近時において，特約等が有効とされた裁判例では，概ね半年から 2 年程度の競業

禁止となっている（例えば No.15，18など）。 

(ウ) まとめ 

以上からすると，競業禁止期間の限定に関する裁判例の傾向として，①競業禁止

期間が無限定であったり 2 年を超えていたりすると特約の有効性が否定される可能

性が高いこと，②2年以内の期間限定がされていても他の要素との関連で特約が無効

とされる可能性がある，という点が挙げられる。すなわち，競業禁止期間は 2 年間

以内に限定することが事実上競業避止特約の有効要件であり，短期間であればある

ほど特約が有効とされる可能性が高まるが，最終的には他の要素との総合考慮とな

る。 

なお上述したとおり，競業避止特約の有効性が争われたほとんどの事例において

期間的限定が付されているが，前述した独立行政法人 労働政策研究・研修機構によ

る調査によれば，競業避止特約を課している企業に期間的限定をしているか等につ

 
140東京地判昭和 42・12・25 No.2。 
141東京地判平成 20・11・18 No.23。  
142東京地決平成 5・10・4 No.5。 
143大阪地判平成 3・10・15 No.4。 
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いての質問したところ，91.3％の企業は無回答で，無期限とした企業が 5.5%，3 年

以上 5年未満とした企業が 0.6%，1年以上 3年未満とした企業が 2.6%であった144。

同アンケート結果によると，期間的限定をしている企業より無期限の企業の方が多

いことになるが，裁判で争われているほとんどのケースは期間的限定がされている

ことからすると，無期限の競業避止特約が締結されたものの被用者が競業を開始し

た場合，企業は訴訟等の法的措置まで採ることは少ないのではないかと考えられる。 

イ 場所的限定について 

上述のとおり，競業避止特約の有効性が争われたほとんどの事例で特約等につい

て期間的限定がされていた。他方，場所的限定についてはほとんどの事例で付され

ておらず，場所的限定がされていなくても特約が有効とされていることも多い。例

えば，トーレラザールコミュニケーションズ事件145では，使用者の顧客に大手製薬

会社があることから場所的限定をしていなくても不当ではないとされ，ヤマダ電機

事件146では，使用者が全国展開していることから場所的限定をしていなかったこと

はやむを得ない，とされた。これら 2 例では場所的限定がされていなかったことに

言及されているが，場所的限定がないことについて何ら言及することなく特約が有

効とされることもしばしばある（例えば，No.18，No.25など）。 

場所的限定がされていたケースとしては，原田商店事件147（同じ百貨店内），ダイ

オーズサービシーズ事件148（在職時に担当したことのある営業地域（都道府県）並

びにその隣接地域（都道府県）に存する同業他社），すずらん介護サービス事件149（半

径 10キロメートル以内）がある。 

洋服の販売員の競業制限の妥当性が問題となった原田商店事件においては，「同じ

百貨店内の服生地部」（10店以上ある）と限定されていたことは特約を肯定する方向

に評価されているものの，被用者の地位が低いことや使用者と被用者の力関係を考

慮し特約が無効とされた。 

他方，ダイオーズサービシーズ事件では場所的限定がされていたこと，競業制限

 
144独立行政法人 労働政策研究・研修機構・前掲注 95頁。 
145東京地決平成 16・9・22 No.15。  
146東京地判平成 19・4・24 No.21。 
147広島高判昭和 32・8・28 No.1。  
148東京地判平成 14・8・30 No.12。 
149東京地判平成 18・9・4 No.19。  
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の範囲が狭いことなどを理由に特約の有効性が肯定されている。 

元社員が元使用者と同様の介護事業を始めたことに対して差止請求がなされたす

ずらん介護サービス事件では，誓約書において競合できないのは半径 10キロメート

ル以内と限定されていたものの，裁判所は半径 10キロメートルには東西は千葉県市

川，中野区中野，南北は足立区竹ノ塚，港区台場まで含み，しかも台東区だけでも

47箇所の介護事業サービスがあることから，半径 10キロメートルの限定では場所的

範囲として広範囲であり，その他の事情も加味した上で特約を無効と認定した。 

 以上からすると，場所的限定はされていなくても特約の有効性が肯定されること

も多いが，限定がされていることは当然特約の有効性の判断について肯定的に解さ

れるファクターとなる。 

また，すずらん介護サービス事件150のように，単に場所的限定をしているだけで

は特約を有効とする事情として考慮せず場所的限定の範囲を実質的に解する裁判例

も現れている。 

ウ 対象職種の限定について 

今回調査した 25例中特約等において対象職種が限定されていたのは 8例あり，そ

のうち 6例で特約等が有効とされている。  

競業避止特約が有効とされた事例は 13例であるから，約半数の事例において，対

象職種が限定されていたことになる。 

特約等を有効とした裁判例における対象職種の限定の内容は，二つのタイプに分け

ることができる。 

すなわち， 

第一に，使用者の保護法益が顧客奪取防止の場合に，「使用者の顧客に対し営業及

び勧誘を行わない」，と顧客勧誘禁止がされているもの151， 

第二に，競業避止義務の対象を原告で取り扱っている商品の販売等できるだけ限定

しているもの， 

の 2種類である。 

第一のタイプの対象職種の限定は，以下の 3つの裁判例がある。 

 
150東京地判平成 18・9・4 No.19。  
151このような顧客勧誘禁止特約は競合会社への就職や競合する事業の立ち上げ自体を禁止

するものではないので厳密な意味では競業避止特約とは言えないかもしれないが，裁判例

は競業避止義務の一種として有効性を判断している。 
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①ケプナー・トリゴー日本事件152 

・「原告が教育，コンサルティングを担当若しくは勧誘した相手に対し，原告と競合

して教育，コンサルティングをしてはならない」 

②ダイオーズサービシーズ事件153 

・「同業他社に就職をして，あるいは同地域にて同業の事業を起こして，貴社の顧客

に対して営業活動を行ったり，代替したりしないこと」 

③ピーエム・コンセプツ事件154 

・「債権者の顧客に対し，債権者の業務分野の営業・勧誘活動を行わない」 

第二のタイプの対象職種の限定は，以下の 3つの裁判例がある。 

   ①日本警報装置事件155 

・「同種の各警報機材，放置装置の販売をすることなど原告の利益を害さないこと」 

②トータルサービス事件156 

・「同じ商品を取り扱う事業を無断で自ら開業，設立しない」 

③新大阪貿易事件157 

・「原告側が取り扱っている商品，製造に関し，競合する商品を製造，組立，取扱い

若しくは販売してはならない」 

以上のように，競業避止特約の有効性が肯定された裁判例では，対象職種が限定

されている場合が多い。 

他方，競業避止特約の有効性が否定された裁判例では，対象職種が限定されてい

たものは 14例中 2例だけであり（No.11，14），競業避止特約の有効性が否定された

裁判例のほとんどは，競合会社に就職しないとか競合関係にたつ事業を行わないな

ど競業を禁止される対象業務が抽象的かつ広範な内容となっている。例えば，アー

トネイチャー事件158，新日本科学事件159，ニッシンコーポレーション事件160，東京

 
152東京地判平成 6・9・29 No.7。 
153東京地判平成 14・8・30 No.12。 
154東京地決平成 18・5・24 No.18。 
155東京地判昭和 42・12・25 No.2。 
156東京地判平成 20・11・18 No.23。 
157大阪地判平成 3・10・15 No.4。 
158東京地判平成 17・2・23 No.16。 
159大阪地判平成 15・1・22 No.13。 
160大阪地判平成 10・12・22 No.10。 
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貨物社事件161などがその例として挙げられる162。 

これらの裁判例の傾向からすれば，対象職種が限定されているか否かが競業避止

特約の有効性を判断するための重要なポイントといえる163。 

その他，特約の内容は，競合会社に就職しないとか競合関係にたつ事業を行わな

いなど対象職種が限定されていないものの，差止における請求の趣旨は特定されて

いる場合がある。例えば競業避止特約の問題のリーディングケースとされるフォセ

コ・ジャパン・リミティッド事件164では，特約は「雇用契約終了後満 2 年間債権者

と競業関係にある一切の企業に直接にも間接にも関係しないこと」というように対

象職種の限定がされていなかったが，請求の趣旨は「債務者両名は別紙目録記載の

金属鋳造用副資材の製造販売業務に従事してはならない」と限定されていた。同様

にトーレラザールコミュニケーションズ事件165においても，特約は「会社と競合す

る業務を行ってはならない」という無限定な内容だったが，請求の趣旨では差止の

範囲を「債権者の既存の顧客に対し，当該顧客の医療用医薬品の周知・催促に向け

られた（1）ないし（5）の各業務を行ってはならない」と限定していた。そして結

論として両裁判例とも特約の有効性が肯定されたが，その理由として両裁判例とも

対象職種が限定されていることを挙げている。すなわち，フォセコ・ジャパン・リ

ミティッド事件は，「競業関係にある一切の企業」とは金属鋳造用副資材の製造販売

業者であると解釈しうるとし，トーレラザールコミュニケーションズ事件判決も特

約が無限定とされていることを指摘せず請求の趣旨が限定されているだけで対象職

種が限定されているような判断をした。このような判断手法が妥当かについては後

 
161浦和地決平成 9・1・27 No.9。 
162キヨウシステム事件（大阪地判平成 12・6・19 No.11）では，従前との顧客と取引関係

のある企業への就職の禁止という限定がされており同限定に対しては肯定的な評価がされ

ているものの，競業制限をする正当な理由が欠けていることや被用者の地位が低かったこ

となどの理由により特約が無効とされている。 
163対象職種が限定されていないものの競業避止特約の有効性が認められたものとしてアイ

メックス事件（東京地判平成 17・9・27 No.17），ヤマダ電機事件（東京地判平成 19・4・

24 No.21）がある。アイメックス事件では損害賠償請求のみで差止は請求されていなかっ

た。裁判例は特約の有効性を肯定したものの原告には損害がないとして請求を棄却してい

る。ヤマダ電機事件では「同業者に転職しない」という特約であったが，裁判所は「同業

者」の意義を「家電量販チェーンを展開する電器店」に限定したうえで特約の有効性を認

めている。 
164奈良地判昭和 45・10・23 No.3。 
165東京地決平成 16・9・22 No.15。 
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述する（ 頁）。 

 

4 ④代償の存否・内容 

(1) 学説 

代償が競業避止特約の有効要件となるかどうかは，前述のとおり様々な見解があ

るが，以下は学説において代償の内容について述べられているものを紹介する。      

まず，代償の内容については，金銭的な補償，企業内の昇進，昇給，良好な条件

付きの株式所有権，継続雇用の保障，技術の供与，その他労働条件全体等の有形，

無形の対価が含まれる，という見解がある166。 

この点，継続雇用の保障が代償となるかが問題となる。アメリカでは雇用継続の

約束が一定期間に雇用継続によって裏付けられたときは被用者の利益が現実化され

たとして，競業避止の合意を支持する約因として認めている判例も存するようであ

るが167，解雇の法理によって解雇が制限されている我が国では継続雇用が原則とも

いえ，継続雇用は代償とはならないというべきである。 

    代償の額については，代償は，競業避止義務の反対給付であるとし，競業を禁止

されることによって被る損害を填補しうる金額が標準とされるべきであるとした上

で，代償の程度，額などの要素は，他の諸要素との相関の中で定まるもので，一律

に決しうるものではなく，競業禁止期間の長さや場所的範囲などとの相関関係で決

まるといったような相対的に決めざるを得ないというような見解168が多い中，ドイ

ツでは直近の賃金の少なくとも半額の支払義務があるとされ，これが参考となると，

いったように一つの目安を論じている見解も存在する169。 

(2) 裁判例 

ア 代償に関する裁判例の概観 

競業避止特約の有効性が否定された 14例ではほとんどの事案において，代償の支

払がない，と認定されている。否定例の中で唯一代償的給付があったとされたのは，

 
166石橋洋「退職後の競業避止義務を定める就業規則及び特約に基づく差止請求の可否－東

京リーガルマインド事件」判例時報 1579号（1996年）211頁。小川・前掲注。 
167金・前掲注 87頁。 
168野田・前掲注 49頁。 
169土田・前掲注 217頁。 
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新日本科学事件170である。同事例では月 4000円の機密保持手当が被用者に支払われ

ていたが，裁判所は，同手当は代償として不十分だと指摘している。 

他方，競業避止特約の有効性を認めた 13例のうち，以下のとおり 7例では代償な

いし代償的給付の存在が認定された。もっとも，7例中，両当事者間で代償について

明確に取り決めがされているものは日本警報装置事件171だけである。その他，ピー

エム・コンセプツ事件172は，解釈により，給与の中には代償が含まれていた，とさ

れた。日本警報装置事件及びピーエム・コンセプツ事件以外で代償ないし代償的な

要素を認定した 5 例は，いずれも，代償として不十分でない，とか，厚遇を受けて

いた，などという認定に留まっている。 

    以下，上記 7例の代償ないし代償的給付の内容について述べる。 

イ 競業避止特約の有効性が肯定された事例中，代償ないし代償的給付の存在が認

定されたもの 

    ①日本警報装置事件173 

    競業他社に就職しないことを条件に原告が被告に代償 48 万円を支払ったところ，

被告は退職後原告の業務と競合する会社に就職したので，原告が被告に対し支払っ

た代償 48万円の返還を求めた事例で，代償を与えた上で競業を禁ずる契約が公序良

俗に反しないとし，48万円の代償の返還請求が認められ，当該事案で 48万円の支払

いが代償として肯定された。 

②フォセコ・ジャパン・リミティッド事件174 

月 4000円の在職中の秘密手当が，代償とはいえないものの特約の有効性を肯定す

る事実として援用された。 

③フレンチ・エフ・アンド・ビー・ジャパン事件175 

フォアグラ，トリュフ等のフランス料理の原材料やチョコレート，キャンディー

等の食料品の輸出，販売などを業とする債権者が，代表取締役社長ほか 2名に対し，

競業避止特約に基づき競業行為の差止の仮処分を求めた事例で，裁判所は，特約を

 
170大阪地判平成 15・1・22 No.13。 
171東京地判昭和 42・12・25 No.2。  
172東京地決平成 18・5・24 No.18。 
173東京地判昭和 42・12・25 No.2。 
174奈良地判昭和 45・10・23 No.3。 
175東京地決平成 5・10・4 No.5。 
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締結していた 3人が特約締結時に合計 4億 3750万円の利益を得ていたこと，報酬は

1年目は 2400万円としその後 1年ごとに 300万円ないし 400万円ずつ上昇していく

ことになっていたことを，仮処分を肯定するための事実として認定した。 

④トーレラザールコミュニケーションズ事件176 

   裁判所は，医療広告などの業務を行う債権者が執行役員であった債務者に対し，

雇用契約終了後の競業避止等の合意に基づき，債権者の既存の顧客に対し，当該顧

客の医療用衣料品の周知，販売に向けられた 5 業務の差止を求めた事案で，債務者

が債権者に入社後，年間給与額は 1000 万円を超え，6 年後には 1500 万円に至って

おり，これはどの年も債権者代表者に次ぐ額で，さらに年間 200 万円もの経費が払

われていたことについて固有の代償といえないものの相当な厚遇を受けていたとし，

同事実を競業避止義務の有効性を肯定する根拠の一つとした。 

⑤ピーエム・コンセプツ事件177 

   企業，団体，個人に対してプロジェクトマネジメントというマネジメント手法に

関するコンサルティングをすることを業とする債権者が，同社を退職した債務者に

対し，競業禁止特約に基づき，ピーエム・コンセプツの教育業務ないしコンサルテ

ィング業務をしてはならないという仮の差止を求めた事案で，裁判所は，債務者に

は 1500万円の給与が支払われていたこと，入社時に競業禁止が契約書に盛り込まれ

ていたことからすれば，給与には退職後の競業禁止の代償が含まれていた，とした。 

⑥トータルサービス事件178 

原告が，車両外装のへこみを修復する技術及び家具・車両内装修復や色替えを中

心とする技術の内容及びこれをフランチャイズ事業化したことが営業秘密であると

して，競業避止特約に基づき，競業の差止を求めた事案で，原告が主張する利益が

営業秘密に準じるとし，独立支援制度としてフランチャイジーとなる途があること，

被告が営業していることを原告が発見した後好待遇でフランチャイジーとなれる趣

旨を発言しており，これらが代償として不十分ではないとされた。 

⑦モリクロ事件179  

   債権者に退職金を支給する旨の就業規則が存在すること，債権者在職中の債務者

 
176東京地決平成 16・9・22 No.15。 
177東京地決平成 18・5・24 No.18。 
178東京地判平成 20・11・18 No.23。 
179大阪地決平成 21・10・23 No.25。 
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らの待遇が年収 660 万円以上と低賃金といえないことからすれば，競業避止義務に

対する相応の措置がとられていることについて，一応の疎明がなされている，とし

た。 

  ウ 代償に関する裁判例のまとめ 

以上のとおり，今までの競業避止特約の裁判例では明確に代償として給付がされ

ていた事例はほとんどなく，裁判例では当事者の意思解釈やまたは代償とはいえな

いが厚遇されていたなどとして，代償ないし代償的給付が認定されている。代償の

内容として多いのは，高給であったとか好待遇であったという事実である。もっと

も，モリクロ事件のように年収 660 万円以上であることが低賃金でないとしてあた

かも代償のように認定されているが，はたしてこのように認定できるかは疑問であ

り代償の要素を形骸化しているような裁判例も見られる。 

5 学説と裁判例の対比 

以上からすると，学説と裁判例は 4 要素において判断すべきこと及び要素の内容

についてかなり接近してきていることが分かる。学説及び裁判例のいずれにおいて

も 4要素の中で特約の有効性に大きく影響するのは，対象職種の限定と代償の存否・

内容である。 

他方，学説と裁判例で異なるのは代償の位置づけであり，裁判例が代償をあくまで

有効性の判断要素とするのに対し，学説では代償を有効要件とする説が有力である。 

また，裁判例の傾向として，代償ないし代償的給付の認定をかなり緩やかに行って

いる点を指摘できる。 

もっとも，これらの裁判例ないし学説の競業避止特約の有効性判断手法は，以下に

述べるような競業避止特約の特質について十分な考察がされておらず，被用者保護の

点で不十分である。         

       

第 6章 退職後の競業避止特約の判断基準に関する私見 

1 概論 

私は，競業避止特約の有効性を，以下の 4 要素の比較衡量により判断すべきと考

える。 

すなわち，  

①使用者の正当な利益の存否と内容， 
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②被用者の不利益：Ⅰ競業制限の期間の限定，Ⅱ競業制限の場所の限定，Ⅲ競業制

限の職種の限定，Ⅳ被用者の年齢，Ⅴ競業を禁止される業務に携わった期間，Ⅵ退

職時の雇用情勢，などからみて被用者の再就職がどの程度阻害されるか， 

③代償の有無及び内容， 

④任意性：Ⅰ被用者の地位，Ⅱ特約を締結した時期，Ⅲ使用者の説明態様，Ⅳその

他特約を締結した際の状況，からみて被用者がどの程度任意に特約に応じたか， 

の 4要素の比較衡量により競業避止特約の有効性を判断すべきである。 

また，③の代償の位置づけは，代償は有効要件ではなくあくまで比較衡量の一要

素と位置付けるべきである。 

以下，詳論する。 

 

2 ①使用者の正当な利益の存否と内容 

競業避止特約は，使用者の正当な利益を保護することを目的としていなければな

らない。よって，①の要素は比較衡量の要素である前提として有効要件である。使

用者の正当な利益の内容は，裁判例で認定されているように，技術的秘密，ノウハ

ウ及び顧客情報である。 

そして，①の要素が比較衡量要素であることの帰結として，①の要素の認定に際

しては，使用者の利益が客観的にどの程度重要であるかということも問題とされな

ければならない。ここで，前述のようにフォセコ・ジャパン・リミティッド事件180が，

市販されている使用者の商品が容易に模倣できるものだとすると使用者の技術的秘

密は客観的には保護に値しないとした上で，容易に製造できるかどうかを詳細に認

定し，結論としては容易に模倣をできないとして，使用者の正当な利益を認めた点

が参考になる。同裁判例は，技術的秘密であるからといって安易に正当な利益を認

定するのではなく，技術的秘密が客観的に重要であるかまで踏み込んで判断してお

り評価できる。 

なお，顧客情報の保護を競業避止特約の保護法益として認めると，通常はどの企

業も顧客を抱えていることから，競業避止特約が濫用される危険性もある。ただ，

企業が顧客確保に資本を投下している場合，その顧客情報を軽視することもできな

い。ここで，顧客情報の保護を理由に競業避止特約の有効性が肯定される背景は，

 
180奈良地判昭和 45・10・23 No.3。 
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使用者の顧客開拓への投下資本について被用者にただ乗りさせるのは妥当でない，

という点にある。そこで，顧客情報の保護が使用者の正当な利益とされる場合，①

の要素の重要性の判断は，使用者が顧客確保にどの程度の資本を投下したか，で判

断すべきである。ここで，アサヒプリテック事件181は「顧客を奪われることを主と

して問題とする場合でも，……会社側において顧客との取引の開始又は維持のため

に出損した内容等の要素を慎重に検討して，原告に競業避止条項を設ける利益があ

るのか確定する必要がある」としており，使用者側の利益の判断に当たり使用者側

が顧客確保にどの程度資本を投下したかを問題としており妥当と言える。また，顧

客情報の保護が使用者の利益となる場合，顧客情報の保護は顧客勧誘禁止特約で図

ることが可能であるので，制限の態様として許されるのは原則として顧客勧誘禁止

というべきであり，競合する業務に就くことそのものを禁止するというのは制限の

範囲として広範であり無効とされる可能性が高い182。 

 

3 ②被用者の不利益：Ⅰ期間の限定，Ⅱ場所の限定，Ⅲ職種の限定，Ⅳ被用者の年

齢，Ⅴ競業を禁止される業務に携わった期間，Ⅵ退職時の雇用情勢，などからみて被

用者の再就職がどの程度阻害されるか 

(1) ⅠからⅢの要素について 

    ②の被用者の不利益の勘案においては，従来の要素であるⅠ特約における期間の限

定，Ⅱ場所の限定，Ⅲ職種の限定がどの程度なされていたかを従来どおり判断するこ

ととなる。 

    まず，期間の限定については，情報化の進展により企業秘密・ノウハウなどの寿命

が短くなっていること183，1年の期間のうちに競合に対する対抗措置を準備すること

は可能であると考えられることからすれば，制限の特別の必要性や高額の代償がない

限り，1年以上の競業避止特約は長期間に失すると考えるべきである。この点で前述

のとおりアサヒプリテック事件184が競業禁止期間を 2 年間とした就業規則を長期間

で無効とした点が参考となる。 

 
181福岡地判平成 19・10・5 No.22。 
182もっとも，代償が払われており被用者が任意で特約を締結しているときは，競合する業

務に就くことを制限することも許されると解する。 
183西谷・前掲注 196頁 
184福岡地判平成 19・10・5 No.22。 
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  場所の限定については，技術やノウハウの内容や業態（例えば全国展開しているな

ど）によっては限定することが難しいことも多いと思われるので，ケースごとに限定

性の有無及び内容の相当性を判断すべきである。 

  職種の限定については前述のとおり使用者の利益が顧客確保の場合には許される

規制態様は原則として顧客勧誘禁止というべきである。もっとも，被用者が代償に納

得した上で任意に特約に応じている場合には競業そのものの禁止も許される。 

  使用者の利益が技術的秘密やノウハウの場合には競業そのものの制限も許される

ができる限り競業禁止範囲を特定して限定すべきである。この点で，フォセコ・ジャ

パン・リミティッド事件185の請求の趣旨が「債務者両名は別紙目録記載の金属鋳造用

副資材の製造販売業務に従事してはならない」というように限定しているが，かかる

限定が参考になるといえる。 

もっとも，前述のとおり，同裁判例及びトーレラザールコミュニケーションズ事件

186では，競業避止特約は競業関係にある一切の企業に就職等をしてはならないとい

ったような抽象的かつ無限定な特約であったのにも関わらず，判決で特約の内容を限

定解釈している。しかし，被用者からすれば，特約で単に競業関係にある一切の企業

と示されているだけではどこまでの範囲がこれに含まれるか容易に判断できないの

で，フォセコ・ジャパン・リミティッド事件のように裁判所が特約の内容を安易に限

定解釈するのは妥当でない。また，トーレラザールコミュニケーションズ事件におい

ては，特約の有効性を判断しているのにもかかわらず，請求の趣旨が限定されている

ことをもってあたかも特約が限定されているかのように判断しており問題のある判

断の仕方である。 

競業避止義務は，被用者の今後の生活に重大な影響を及ぼすものであるから，被

用者が特約ないし退職の時点でどの範囲の業務まで禁止されるのか一義的に判断で

きるようにする必要がある。よって，特約が無限定であれば，被用者からするとど

の範囲の業務まで禁止されるのか判然としないのであるから，裁判所が合目的的に

限定解釈することは慎むべきである。この点でフォセコ・ジャパン・リミティッド

事件のような限定解釈は妥当でない。 

また，差止の請求の趣旨が限定されているからといって被用者が契約時に請求の

 
185奈良地判昭和 45・10・23 No.3。 
186東京地決平成 16・9・22 No.15。 
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趣旨の範囲で競業が禁止されていると判断することはできないのであるから請求の

趣旨が限定されていることは特約の有効性を根拠づける事実にはなりえず，トーレラ

ザールコミュニケーションズ事件判決の判断方法も是認できない187。 

(2) ⅣからⅦの要素について 

ア ⅣからⅦが被用者の不利益を認定するための要素となること 

従来の学説は，競業が禁止される期間，場所及び職種が限定されていれば，被用

者の不利益については配慮がされていると論じてきた。反面，被用者の年齢や競業

が禁止される業務に携わった期間などは被用者の不利益として問題とされてこなか

った。 

しかし，仮に競業が禁止される範囲，特に職種が限定されていても，当該職種に

長年携わっていたり被用者が高齢だったりすると，同職種でなければ再就職が困難

なことが多いと思われる。特に現代のように雇用が悪化した社会ではなおさらであ

る。例えば，ヤマダ電機事件188では，被用者はヤマダ電機に就職する以前にも電機

店に身を置いており，電機店業界に身を置いていた期間は判旨からは不明であるが

相当長期間に及んでいたと思われる。かかる被用者が，雇用情勢が悪化している社

会で，電機業界以外に就職するのは困難と思われ，仮に就職できるにしても条件が

劣悪であるなど就業環境の悪化が予想される。すなわち，競業避止特約は単に職業

の選択の幅を狭めるということのみならず就業そのものを不能にさせて被用者の生

存を脅かす危険性があるといえる。この点，フォセコ・ジャパン・リミティッド事

件189は，退職後の競業避止特約について，経済的弱者から生計の道を奪いその生存

を脅かす虞がある，と指摘している。 

仮に就業を禁止される職種が相当限定されていても，被用者が競合業務以外に就

職先がないなど競業避止特約により被用者の再就職が著しく阻害される場合，被用

者の生活保障の観点から当該競業避止特約は無効とされなければならない。 

そこで，被用者の不利益として問題とされるべき要素は，従来の学説のような「制

限の態様」ではなく，一歩進んで「被用者の再就職が阻害される程度」とすべきで

ある。 

 
187競業避止特約の限定解釈の適否について述べたものとして石橋洋「競業避止特約の有効

性と合理的限定解釈」労働法律旬報 1360号（1995年）6頁がある。 
188東京地判平成 19・4・24 No.21。 
189奈良地判昭和 45・10・23 No.3。  
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そして，被用者の再就職がどの程度阻害されるかは， 

Ⅰ競業を制限する期間の限定，Ⅱ競業を制限する場所の限定，Ⅲ競業を制限する

職種の限定という従来の要素の他， 

Ⅳ被用者の年齢， 

Ⅴ競業を禁止される業務に携わった期間， 

Ⅵ退職時の雇用情勢， 

の要素を付加して判断すべきである。 

以下，ⅣないしⅥについて詳論する。 

イ Ⅳ被用者の年齢について 

被用者の年齢が再就職をどの程度阻害するかの要因となるのは，被用者の年齢が

高いと再就職先の幅は狭くなるのが通常でありその場合競合会社への就職や競業事

業の設立は被用者にとって有力な再就業形態であるから，競業避止特約による被用

者の不利益の程度は大きくなるからである。 

この点，西部商事事件190では，被用者が 41歳で，高校卒業後，数年間を除いては

使用者の業界（金融業）に 15年間身を置いており，もはや他の業種に転職して最初

からやり直すことは年齢的にも困難な状況にある，と認定しており，被用者が 41歳

であったことが被用者の競業避止義務を否定する一つの根拠となっている。 

 

ウ Ⅴ競業を禁止される業務に携わった期間について 

競業を禁止される業務に携わった期間が再就職をどの程度阻害するかの要因とな

るのは，競業を禁止される業務に携わった期間が長期間に及んでいると，今まで携

わっていた業界以外の就職が難しくなるので競業避止特約による被用者の不利益が

大きくなるからである。 

この点，新日本科学事件191では，被用者が大学卒業後被告会社を退職するまでの

約 17 年 5 か月間の職業生活のうち 12 年近くの期間にわたって新薬の臨床開発業務

に従事し，治験のモニター業務を行ってきたことに照らすと，競業避止義務の内容

が CRO192への転職を制限するだけのものであると解したとしても，被用者の再就職

 
190福岡地裁小倉支判平成 6・4・19 No.6。 
191大阪地判平成 15・1・22 No.13。 
192製薬会社等から医薬品等の開発業務を受託する開発業務受託機関。 
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を著しく妨げるものといわざるを得ないとし，また西部商事事件193でも，約 15年従

事した使用者の業界（金融業）の職業を選択できなくなることは，被用者にとって

極めて重大な権利の制限であると述べ，競業を禁止される業務に携わった期間が長

期であることが特約を無効とする要因とされている。 

エ Ⅵ退職時の雇用情勢について 

退職時の雇用情勢は，競業避止特約が被用者の再就職をどの程度阻害するかに影

響する。退職時の雇用情勢が厳しい場合，前職と同業種の職種を選択できないこと

は被用者にとって重大な不利益となる。他方，雇用機会が多い社会情勢であれば，

競業避止特約による被用者の不利益は相対的に小さくなる。 

よって，退職時の雇用情勢も被用者の再就職をどの程度阻害するかの判断要素と

なる。 

(3) 結論 

以上から，競業避止特約の第二の利益衡量要素を，Ⅰ競業禁止期間，Ⅱ競業が禁

止される場所，Ⅲ競業を禁止される職種という従来の制限の態様の要素の他，Ⅳ被

用者の年齢，Ⅴ競業を禁止される業務に携わった期間，Ⅵ退職時の雇用情勢の要素

により，被用者の再就職がどの程度阻害されるか，とすべきである。 

 

4 ③代償の有無及び内容 

(1) 代償の位置づけについて 

代償については有力な学説が有効要件とすべきと主張しているが，前述のとおり，

競業避止義務と守秘義務の中間的な規制について競業避止義務又は守秘義務のいず

れかに明確に区別することは困難であることから，有効要件説を実際に機能させる

のは困難である194。 

代償要件説には，競業避止特約について，被用者に職業活動の一部を放棄させる

という強力な効果をもつ義務であるから，それを補てんするための適正な対価が必

要であり，競業の約定は片務契約ではなく双務契約と構成すべきだという価値観が

 
193福岡地裁小倉支判平成 6・4・19 No.6。 
194有効要件説は，守秘義務については代償を不要とするので，競業避止義務と守秘義務の

場合分けが必要となる。 
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根底にある195。確かに双務契約であることが望ましいことはそのとおりである。し

かし，競業避止特約の目的や内容は多種多様である196。使用者の技術的情報が非常

に高度であり，被用者が競合会社以外で容易に就職できて，さらに被用者が任意に

特約に応じているような場合であっても代償がなければ競業避止特約が無効となる

というのは硬直に失するといえる。 

よって，代償は裁判例の傾向のようにあくまで利益衡量の一要素と位置づけるべ

きである。このように解しても，前述のように，特約の正当な理由，被用者の不利

益を具体的，厳格に判断し，かつ，後述するように特約の任意性を有効性判断の一

要素とすれば，代償なき不合理な競業避止特約は無効という結論を導くことが可能

理であり，被用者の利益保護にも反しない。 

(2) 代償の内容について 

代償の内容は，金銭的な補償，企業内の昇進，昇給，高給，良好な条件付きの株

式所有権，技術の供与，留学機会の供与など労働条件全体等の有形，無形の対価と

して良い。ただ，重要なのは使用者と被用者間で当該給付が退職後の競業避止特約

の対価であると明確に認識されていることである。 

    この点，裁判例の代償に関する認定は問題が多い。 

例えば，フォセコ・ジャパン・リミティッド事件197は，月 4000円の在職中の秘密

手当を特約の有効性を肯定する事実として援用しているが，当該手当は在職中の機

密保持の趣旨と解するのが自然であるから，これを退職後の競業避止特約の代償な

いし代償的要素と認定することはできないはずである198。 

また，トーレラザールコミュニケーションズ事件199では，債務者が債権者に入社

後，年間給与額は 1000 万円を超え，6 年後には 1500 万円に至っており，これはど

の年も債権者代表者に次ぐ額で，さらに年間 200 万円もの経費が払われていたこと

について固有の代償といえないものの相当な厚遇を受けていたとし，同事実を競業

避止義務の有効性を肯定する根拠の一つとしている。しかし，同事案において，両

 
195土田・前掲注 2 208頁。 
196村中孝史「競業避止義務と労働者の職業選択の自由」法律時報 68巻 7号（1996年）93

頁。 
197奈良地判昭和 45・10・23 No.3。 
198岩村正彦「競業避止義務」高橋均篇『ジュリスト 増刊 法律学の争点シリーズ 7 労働法

の争点〔第 3版〕』（有斐閣，2004年）148頁。 
199東京地決平成 16・9・22 No.15。 
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当事者間で債務者の厚遇が退職後の競業避止特約の代償であるとの形跡はない。債

務者の給与等は，同人の経歴，能力，会社の収益力その他諸般の事情で決まるもの

であり債権者も債務者を厚遇したことにより債務者の就労への動機づけや長時間労

働などの利益を受けているはずである。それにも関わらず後の裁判において，在職

中厚遇をされていたことが突然競業避止特約の有効性の根拠とされるのは債務者か

らみれば不意打ちとなり妥当ではない。 

さらに，モリクロ事件200では，債権者に退職金を支給する旨の就業規則が存在す

ること，債権者在職中の債務者らの待遇が年収 660 万円以上と低賃金といえないこ

とからすれば，競業避止義務に対する相応の措置がとられているとし，競業差止の

仮処分が認められている。しかし，在職中低賃金でなかったことから退職後の競業

避止特約を認めてよいということにはならず，論理的に正当でない。また，同事例

の被用者らは申立会社にそれぞれ約 12年から約 16 年勤務しており 660 万円の給与

がそれほど高額とも思えない。また，退職金は在職中の労務に対する報酬ないし功

労報償的給付であり，退職後の競業避止特約を正当化する根拠足りえない。よって，

同裁判例は相当でない。 

加えて，車両外装のへこみを修復する技術及び家具・車両内装修復や色替えを中

心とする技術の内容及びこれをフランチャイズ事業化したことが営業秘密であると

して，原告が被告に対し不正競争防止法ないし競業避止特約に基づき競業の差止を

求めたトータルサービス事件201では，被告にはフランチャイジーとなる途があった

こと，原告が被告に対し好待遇でフランチャイジーとなれる趣旨を発言したことが

代償として不十分ではないとされた。しかし，比較的高待遇でフランチャイジーと

なれることは代償ではなく，フランチャイジーとしての業務は認め，それ以外の同

業は禁止するわけであるから，要素②の制限の態様に関する問題というべきである。

仮に同裁判例で代償的要素を認定するのであれば，被告が原告から技術習得のため

に留学の機会を与えられていたことから，かかる留学の機会や技術の習得とすべき

であった。 

以上のとおり，裁判例の代償に関する判断には問題が多い。 

退職時に代償の趣旨で金銭が払われるなど代償の存在が明確である場合以外にも

 
200大阪地決平成 21・10・23 No.25。 
201東京地判平成 20・11・18 No.23。 
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意思解釈により代償の存在を認定すること自体は不当でないが，代償はそれが認定

されれば特約を有効とし被用者にとって不利益に働く要素であることに鑑みると意

思解釈により代償ないし代償的給付の存在を認定するのであれば，両当事者の意思

を客観的に解釈して代償の趣旨であることが明確な場合に限定すべきである。 

他方，代償の認定が妥当な裁判例として，ピーエム・コンセプツ事件202がある。

同裁判例は，マネジメント手法に関するコンサルティングをすることを業とする債

権者が，同社を退職した債務者に対し，競業禁止特約に基づき，マネジメントの教

育業務等をしてはならないという仮の差止を求めたものであるが，裁判所は，債務

者には 1500万円の給与が支払われていたこと，入社時に競業禁止が契約書に盛り込

まれていたことからすれば，給与には退職後の競業禁止の代償が含まれていた，と

判断した。この事例では入社時の契約書に競業避止条項が盛り込まれさらに債務者

が在職時厚遇をされていたのであるから，債務者からしても給与に代償が含まれて

いると解釈することは可能といえ，同裁判例が代償の存在を認定したのは妥当であ

る。 

以上をまとめると，代償の位置づけは，裁判例の傾向どおり，競業避止特約の有

効要件ではなくあくまで有効要素であり，代償がなくても被用者の不利益が小さく

かつ任意で特約に応じているようなときは特約が有効とされることもある。 

もっとも，代償はそれが認定されれば被用者にとって不利益な要素になるのであ

るから被用者の職業選択の自由の観点からもその認定については厳格にすべきであ

る。よって，当事者間で明確な代償のない場合に，代償の存在を認定するのは，当

該給付が両当事者の意思を客観的に解釈して代償の趣旨であることが明確なときに

限定すべきである。この点で，代償ないし代償的給付の認定を緩やかに行う裁判例

の傾向は妥当でない。 

 

5 ④任意性：Ⅰ被用者の地位，Ⅱ特約を締結した時期，Ⅲ使用者の説明態様，Ⅳその

他特約を締結した際の状況からみて被用者が任意に契約を締結したものであるか，

について 

(1) 被用者の特約への任意性が競業避止特約の比較衡量の要素となることについて 

競業避止特約の有効性は，使用者の企業秘密の保護と被用者の職業選択の自由の

 
202東京地決平成 18・5・24 No.18。 
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調整の問題であることからすれば，本来，①の使用者の正当な利益と②の被用者の

再就職がどの程度阻害されるか及び③被用者の不利益への代償を比較衡量し有効性

を判断すれば良いともいえる。 

しかし，私は競業避止特約の特質から，被用者の特約への任意性が特約の比較衡

量の要素となると考える。 

競業避止特約の特質とは，第一に同特約が片務契約であること，第二に被用者が

競業避止特約の締結を使用者から求められた場合に心理的に拒絶が容易でないこと，

である203。 

被用者にとって特約を拒絶することが容易でない理由は二点ある。 

一つ目の理由は，被用者が競業避止特約の締結を拒むと使用者は被用者のことを

退職後競業する意思を持っているとみなす可能性があり，被用者としてはそのよう

な評価をされると人事や昇給などで不利益に扱われてしまう可能性を考慮するであ

ろうから，被用者は使用者への忠誠心を示すためにやむを得ずに競業避止特約の締

結に応じざるを得ないという点である。被用者からすれば，競業避止特約には会社

にその忠誠心を試される踏絵のような側面がある204。 

被用者が心理的に拒絶しがたい二つ目の理由は，競業避止特約は被用者にとって

解雇や賃金切り下げなどすぐに顕在化する不利益と違い将来の不利益であることで

ある。すなわち，退職を決意している被用者ならともかく多くの被用者は自分が退

職する時期がいつかは予測できないであろうし場合によっては定年まで勤める意思

を持っている可能性もある。そうすると，競業避止特約は被用者からすると未来の

ことであり，不利益が顕在化しておらず，被用者が特約の不利益を現実的にイメー

ジすることは難しい。その結果，競業避止特約は被用者にとって不利益性が非常に

高いものであるのにもかかわらず，被用者が，その不利益性を実際よりも低く評価

し，特約を拒絶することの不利益と比較衡量した結果，使用者からの特約締結の申

 
203典型的なのは，企業から誓約書の提出を求められ提出する場合である。 
204土田道夫「労働市場の流動化をめぐる法律問題（下）」ジュリスト 1041号（1994年）は，

競業避止特約の問題を考えるにあたり想定される被用者像を自らの能力を活かしてより良

好な職業機会を求め，成果に見合った処遇を要求する者であり，それを「自由で自立した

主体」と称し，伝統的な被用者像である使用者に従属し保護を必要とする者と区別する。

確かにそのような被用者像が理想であることは同意するが，競業避止特約の問題でいえば

上記特約の性質からすると被用者を「自由で自立した主体」と解することが妥当かはなお

考察の余地があると考える。 
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出に対し安易に応じてしまうことが多い。 

以上のとおり，競業避止特約は，第一に片務契約であること，第二に被用者が競

業避止特約の締結を使用者から求められた場合に心理的に拒絶が容易でないという

特質がある。 

新日本科学事件205は，一般に被用者はその立場上使用者の要求を受け入れてこの

ような特約を締結せざるを得ない状況にあるとし，東京貨物社事件206は，「使用者

と被用者との間で成立させられる競業禁止の合意については，企業者同士の間の合

意に比べて，当該合意を成立させることにより，一方（使用者）の利益を守るため

のみのものとして成立させられる危険が大きい」と述べ，それぞれ競業避止特約の

特質について述べている。 

本来，被用者が契約締結について真意でなければ心裡留保や錯誤などにより特約

が無効となるであるが，さすがに裁判所がそこまで認定できる事案は少ない。ただ

し，意思表示の規定で無効にならないからといって，被用者が特約を断りきれずに

締結をさせられることが多いという実態を無視して特約の有効性を判断するのは，

被用者の利益保護に欠ける。そこで，被用者の特約への任意性が低い場合，それは

競業避止特約を無効とさせる要因とすべきである。 

そうするとどのようにして任意性を判断するかが問題となるが，これは，Ⅰ被用

者の地位，Ⅱ特約を締結した時期，Ⅲ使用者の説明態様，Ⅳその他特約を締結した

際の状況，により判断すべきである。以下，これらの各要素について述べる。 

(2) Ⅰ被用者の地位について 

前述のとおり，従来の学説は，被用者の地位について，企業秘密を知りうる地位

でなければ規制の必要性は低いなどとして，どの程度企業秘密に関わっていたかと

いう問題として扱ってきた。そして，企業秘密に関わる地位でなければ競業避止特

約を締結する必要性がないとして，被用者の地位を独立の有効性判断要素とした。  

しかし，前述のとおり，被用者が企業秘密を知りうる地位になければ，そもそも

使用者には規制を課す正当な理由がないはずであり，その場合，①の要件を欠き特

約は無効となる。 

よって，どの程度企業秘密に関わっていたかという趣旨であれば，①の要件で十

 
205大阪地判平成 15・1・22 No.13。 
206浦和地決平成 9・1・27 No.9。 
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分であり，別個に被用者の地位を有効要素として設ける意味はない207。 

被用者の地位は，企業秘密との関わりの問題ではなく，特約の任意性の問題とし

て捉えるべきである。 

一般的には，被用者の地位が高ければ高いほど使用者に対する交渉力が向上する。

また，社内において唯一特殊な技術を有しているなど社内における代替性がないよ

うな場合にも当該被用者は使用者に対する高い交渉力を有しているといえる。そし

て，被用者が使用者に対して高い交渉力を有しているのにも関わらず競業避止特約

が締結された場合，当該特約は任意に締結されている蓋然性が高いといえる。よっ

て，地位が高い被用者や社内での代替性が低い被用者について競業避止特約が締結

されている場合，当該特約について任意性が肯定される方向に傾く。 

他方，地位の低い被用者が使用者から競業避止特約の締結を求められた場合，被

用者は特約の締結を拒絶することにより今後の人事や昇給などでの不利益を畏れ特

約の締結を拒めないことが多い。よって，地位に低い被用者については，特約の任

意性が否定される方向に傾く。 

以上から，被用者の地位は任意性の程度を判断するための要素となり，被用者の

地位の高低によって任意性の程度が異なることとなる208。 

   (3) Ⅱ特約を締結した時期について 

特約を締結した時期も被用者の任意性を判断するための要素となる。すなわち，

被用者が退職の決意をする以前に競業避止特約の締結を使用者から求められた場合，

前述のように被用者は人事や昇給などで不利益に取り扱われることをおそれて特約

の締結を拒絶することは困難と言える。よって，入社後間もなく競業避止特約が締

 
207根本渉「労働者の競業避止義務」判例タイムズ 719号（1990年）12頁でも，地位の低

い場合には特約の有効性が認められる場合が少ないものと思われるが，これは別の視点か

ら見ると，地位の低い被用者については，競業避止義務を課するべき使用者の側の正当な

利益が存在しないことが多い，として本稿と同様の見解が述べられている。 
208内藤惠「アメリカ雇用契約理論における雇用契約終了後の労働者の競業避止義務と合理

性（reasonableness）の基準」慶應義塾大学法学部編『慶應義塾大学法学部法律学科開設

百年記念論文集法律学科篇』（1990年）576頁によれば，アメリカでは競業避止特約の有効

性の検討にあたり相対的交渉力という要素があり，その考え方によれば，高い地位の管理

職が使用者との間で持ちうる交渉力と下位の被用者が競業避止特約の締結を求められた場

合に交渉力との間には差異があり，その結果管理職が同意した競業避止特約の合理性が肯

定されたとしても，同様の内容の特約が下位の被用者の場合には有効性が否定される場合

がある，ことになる。相対的交渉力の理論は，任意性の要素と全く同じではないものの考

え方の根底は共通する。 
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結され，退職まで長期間の経過がある場合，被用者が任意に競業避止特約に応じて

いるか慎重に判断されなければならない。 

他方，被用者が退職を決意した後，競業避止特約が結ばれる場合，被用者は特約

の締結を拒むことにより人事上の不利益を受けることを気にする必要はなくなるの

で，任意に特約に応じていると推認することが一応可能といえる209。 

    また，入社前から競業避止特約について使用者からの説明があり，入社時に競業

避止特約が締結されている場合も被用者は競業避止特約を受け入れて入社したと考

えることが可能であるから，任意性が肯定される方向に傾く。 

(4) Ⅲ使用者の競業避止特約に関する説明について 

使用者が被用者に対しどの程度競業避止特約について説明したかも任意性を判断

するための要素となる210。例えば，使用者が特約の趣旨について被用者に対し十分

な説明をしておらず被用者が書面の中身を十分に吟味しないまま誓約書が提出され

たような場合，かかる事実は任意性を否定する方向に働く。この点，Ａ特許事務所

事件211は，特許事務所において勤務時に事務職員として採用する者から，退職後競

合する特許事務所に勤務することを制限する誓約書を提出させていた事案で，採用

時に採用に関する手続の一環として事務的に誓約書の作成，提出を処理していたと

して，誓約書を従業員としての注意喚起をする趣旨の文書に過ぎないと認定した。

同裁判例は，誓約書の効力を否定する以前に競業避止の合意の成立自体を否定して

いる。 

    また，使用者が競業避止特約と退職金の支給との関係をどのように説明したかも

問題となる。すなわち，使用者が被用者に誓約書の提出が退職金の支給の要件であ

るような誤解をさせ，その誤解に基づき誓約書が提出されているような場合，被用

者は退職金の支給を受けるため不本意ながら誓約書を提出している可能性が高いと

いえ，このような場合には特約の任意性が否定されるというべきである。この点，

 
209もっとも後述するように退職を決意した後であっても，誓約書を提出するなどしないと

退職金が支給されないような運用となっていた場合，任意性は否定される方向に傾く。 
210道幸哲也「競業避止義務制約の法理」知的財産法政策学研究 第 11号（2006年）228頁

は，競業避止義務は退職者にとって多大な不利益であることから，被用者が退職時に任意

のかつ明確な同意をしたことが不可欠であるとし，さらに使用者が内容について適切な説

明をしたことが必要であるとする。また，土田・前掲注 619頁も，使用者は被用者に必要

な情報を提供する義務を負い，その履行いかんが競業避止義務の有効性にかかわるとする

（情報提供義務の履行が，第五の有効性判断要素となる）。 
211大阪地決平成 17・10・27  大阪高決平成 18・10・5 No.20。 
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被用者が退職金支給規定の存在を認識しておらず，使用者から競業避止の誓約書を

提出すれば退職金を支給する旨説明され誓約書を提出した東京貨物社事件212は，「債

務者らが本件退職金規定の存在あるいはその正確な内容を知らなかったとすれば，

退職しようとしている被用者として，退職金を得よう，あるいはその額をできるだ

け多くしようと考える債務者らが，債権者の求める書面への署名押印を拒むことに

困難を感じ易くなることも，見やすい道理というべきである」と認定し誓約書の効

力を否定しているが妥当である。 

    また，競業しないという誓約書の提出が退職金支給の要件とされている場合も被

用者は退職金の支給を受けるため不本意ながら誓約書を提出している可能性が高い

といえ，やはり特約の任意性が否定されるというべきである。この点，消防試験協

会事件213の判決は，「原告（使用者）が退職金請求に必要な書類等の交付する条件

として，その（誓約書）作成提出を被告 Bに強要したと同視できる状況が認められ，

労働基準法の精神に照らすと，そのようにして作成された本件誓約書に法的効力を

認めることはできない」としており，妥当である。 

    他方，ヤマダ電機では誓約書を提出しないと退職金が払われないという取り扱い

がされていたのにもかかわらず，判決は「強制的な面があることは認められるが自

由意思が抑圧されていたとまではいえない」として特約を有効としている。仮に自

由意思が抑圧されていないにしても，強制的に特約が締結されていたという事実は

競業避止特約の有効性判断において考慮されるべきと思料するが，同裁判例は強制

的に特約が締結されていたことを特約の有効性判断で全く考慮しておらず，緻密さ

に欠けた判断であり妥当でない。 

(5) Ⅳその他特約を締結した際の状況について 

    前述のとおり，退職後の競業避止義務を就業規則で定めることは許されない。 

この点，使用者の就業規則に退職後の競業避止義務が定められている場合，被用

者は，就業規則において退職後の競業避止特約が定められているのであれば誓約書

を提出しなくても結局は競業が禁止されると考え使用者からの求めに応じて誓約書

を提出してしまう場合がある。このような場合被用者が任意に競業避止特約に応じ

ているとはいえないから，退職後の競業避止義務について就業規則が定められてい

 
212浦和地決平成 9・1・27 No.9。 
213東京地判平成 15.10.17 No.14。 
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る場合，特約を無効とする要素になるというべきである。 

この点，東京貨物社事件214は，退職後の競業避止義務について就業規則が定めら

れておりさらに被用者が競業避止の誓約書を提出した事例において，「本件各競業

避止特約は本件競業禁止規定を前提にしていることは，前認定の文言自体で明らか

である。そして，就業規則で定められている事項についてはたとい不満であっても

逆らうことができないと考えるのが通常の被用者であろうと思われるから，本件競

業禁止規定の存在が前提にされたとの事実は，その限度で，本件各競業禁止特約を

成立させるか否かについての債務者らの自由な意思決定を妨げる要素を包含する」

とし，無効な就業規則を前提とした競業避止特約の任意性を否定するような判示を

しており妥当である。 

このように，無効な就業規則を前提に特約が締結されたような場合，競業避止特

約の任意性は否定される方向に傾く215。 

(6) 結論 

以上から，④任意性：Ⅰ被用者の地位，Ⅱ特約を締結した時期，Ⅲ使用者の説明

態様，Ⅳその他特約を締結した際の状況がなどからみて被用者が任意に契約を締結

したものであるか，が競業避止特約の有効性判断における第四の比較衡量の要素に

なるというべきである。 

   

第 7章 結語 

本稿は，競業避止特約について，裁判例の現状を踏まえた上で，従来とは異なる

二つの視点から有効性判断基準について論じたものである。 

一つ目の視点は競業避止特約が単なる職業選択の自由の制限という問題のみなら

ず就労そのものを不能にするおそれがあることである。特に雇用情勢が悪化した社

会において被用者にとって技術の蓄積された前使用者での業務を禁じられることの

不利益は大きい。かかる視点から，被用者の不利益性の要素（比較衡量要素②）に

ついては，従来よりも検討要素を増やすべきと考えた。 

    競業避止特約における二つ目の視点は，競業避止特約が被用者にとって特約を拒

 
214浦和地決平成 9・1・27 No.9。 
215私は就業規則で退職後の競業避止義務を定めることはできないと考えるので，競業避止

特約の前提として競業避止義務を定めた就業規則があった場合，当該就業規則の存在は常

に特約の任意性を否定する方向に考慮されることとなる。 
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絶することが困難な特質を有しているという点である。かかる点を捨象して単純に

使用者と被用者の利益を衡量して有効性を判断するだけでは，競業避止特約の実質

に沿った判断はできない。そこで，使用者の特約への任意性を競業避止特約の有効

性を検討する第四の要素と位置付けた。 

    最近の裁判例の中には，ヤマダ電機事件216，トータルサービス事件217及びモリク

ロ事件218のように 4 要素をかなり緩やかに認定し競業避止特約の有効性を肯定して

いるものが見られる。これらの裁判例の根底には，元被用者による不当な競業行為

から使用者を保護すべき，という価値判断があるのかもしれない。しかし，前述し

たとおり，不当な競業に対しては不法行為法により使用者の救済も可能なのである

から，特約の有効性と競業態様の不当性は切り離して考えるべきである。上述した

競業避止特約の二つの視点からすれば，仮に当該事案における元被用者の競業態様

が悪質だとしても，特約の有効性自体は厳格に判断すべきである。裁判所には，競

業避止特約が社会的強者である使用者が社会的弱者である被用者の人権を一方的に

制限する問題であることを十分に配慮した判断が望まれる。 

 
216東京地判平成 19・4・24 No.21。  
217東京地判平成 20・11・18 No.23。 
218大阪地決平成 21・10・23 No.25。 
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項番 事件名 裁判所 判決日 判例集・事件番号

特約
等の
有効
性

請求内容 特約or就業規則 競業の内容 使用者の利益 労働者の地位 制限の期間 制限の場所 制限の態様 代償の有無，内容 備考

1 原田商店事件 広島高裁 S32.8.28 判例時報132号16頁 × 差止 特約

同じ百貨店で同じ
フロアで一軒おい
た隣の服生地部
販売店に就職

債権者の顧客保護 販売員 なし 同じ百貨店内
同百貨店内の服生地部に限
り他の商店には就職しない

なし
雇い主の保護する必要性について特段の
事情が認められないとしている　なお，原原
審は差止を認めている

2 日本警報装置事件 東京地裁 ####### 判例時報520号61頁 ○ 代償返還 特約 競合会社に就職 従前の顧客確保 営業部長（一時は株
主）

なし なし
同種の各警報機材，放置装
置の販売をするなど原告の利
益を害さないこと

４８万円 競業した場合には代償を返還することに
なっていた

3 フォセコ・ジャパン・リ
ミティッド事件

奈良地裁 ####### 判例時報624号78頁 ○ 差止 特約 競合会社の設立 製品製造上の材料，製法等に
関する技術的秘密

販売業務，製品管理
の一般社員

２年間 なし 債権者と競合関係にある企業
に直接，間接にも関係しない

在職中機密保持手当の支給
を受けていた

差止請求は特約における制限の態様より
限定した形でなされ，判決も申立どおりに
差止請求を認めている

4 新大阪貿易事件 大阪地裁 H3.10.15 労働判例596号21頁 ○ 差止 特約 競合会社の設立
得意先ないしそれに関する顧
客情報

営業部長　ただ社員は
４人だけで，被申請人
が実質的に会社を取り
仕切っていた

３年間 なし

自ら直接又は間接的に，若し
くは他の如何なる個人又は会
社を通じて，（株）タカオカで取
り扱っている商品，製造に関
し，競合する商品を製造，組
立，取扱い若しくは販売しては
ならない

なし

5
フレンチ・エフ・アン
ド・ビー・ジャパン事
件

東京地裁 H5.10.4
金融・商事判例929
号11頁 ○ 差止 特約 不明 不明

株主で社長，株主で副
社長

５年間 なし 不明

特約を締結していた３人は，
特約締結時に合計４億３７５０
万円の利益を得ていた，報酬
は１年目は２４００万円としそ
の後一年ごとに３００万ないし
４５０万円ずつ上昇していくこ
とになっていた

契約当初から使用者は競業避止を重要な
要素としていた

6 西部商事事件
福岡地裁
小倉支部

H6.4.19
労働法律旬報1360
号48頁 × 損害賠償 特約 競合会社に就職

原告の顧客保護　なお，本事
例以前，原告の退職者が原
告の顧客に営業をかけたこと
があった

退職時は内勤 ３年間 なし 競業他社に就職しない なし

7 ケプナー・トリゴー日
本事件

東京地裁 H6.9.29
判例時報1543号
134頁 ○ 損害賠償 特約 個人事業主として

競業
判示では明言されていない
が，顧客保護と思われる

営業担当及びコンサ
ルティングのインストラ
クター

１２ヶ月間 なし

原告が教育，コンサルティン
グを担当若しくは勧誘した相
手に対し，原告と競合して教
育，コンサルティングをしない

なし 比較的容易に特約の有効性を認めている

×
役員就業規則及び黙
示の合意

判決は不明と認定 監査役

○ 黙示の合意 認定していない
代表取締役　ただし退
職時は監査役

j実定法上競業避止義務が認められる場合
として代償なくして特約を有効とした。もっと
も，相手方が競合会社の代表取締役で
あってもなくても申立人の被る損害に変わ
りはなく差止の要件を欠くとして，請求は棄
却された

9 東京貨物社事件 浦和地裁 H9.1.27 判例時報1618号115
頁 × 差止

就業規則及びそれに
基づいた特約

競合他社の代取
や取締役に就任

従業員に厳しい競業制限を課
してまで守るべき正当な利益
があったとはいえない

営業部長と営業課長 ３年間 なし
同業他社に就職したり，同業
を営んだりしない

なし 代償を有効要件としている

10
ニッシンコーポレー
ション事件（岩城硝子
株式会社事件）

大阪地裁 #######
知的財産関係民事・
行政裁判例集30巻4
号1000頁

×
差止＋損害賠
償

誓約書 競合会社を設立
フッ素樹脂シートライニングの
技術を用いた耐食容器の製
造のノウハウ

専務　営業課長　　製
造課長

５年間 なし
会社の営業の部類に属する
事業を営む他企業への勤務
又は自家営業を行わない

なし
不正競争防止法に基づく差止と損害賠償
は認められている

11 キョウシステム事件 大阪地裁 H12.6.19 労働判例791号8頁 × 損害賠償 特約

競合会社に就職
なお，競合会社の
社長はもともと原
告の従業員

原告の従前の顧客確保
期間の定めのある雇
用契約で工場員（パー
トではない）

６ヶ月 なし
従業員が従前担当していた顧
客と取引のある競業他社への
就職を禁止

なし

期間や制限の態様が限定されていること
は競業避止義務を肯定する事情として評
価されているが，地位や年収が低いことか
ら否定

12 ダイオーズサービ
シーズ事件

東京地裁 H14.8.30 労働判例838号32頁 ○ 損害賠償 特約
競合会社で，個人
事業主として営業
を展開

顧客名簿及び取引内容に関
わる事項並びに製品の製造
過程，価格等に関する事項

クリーンケアサービス
事業においてレンタル
商品の配達，回収等
の業務を行う社員

２年間

在職時に担当
したことのある
都道府県並び
にその隣接す
る都道府県

顧客の奪取行為 なし

13 新日本科学事件 大阪地裁 H15.1.22 労働判例846号39頁 ×
損害賠償債務
の債務不存在
確認

特約 競合会社に就職

使用者は治療薬に関する秘
密及びノウハウや治療実施方
法に関するノウハウであると
主張したが，裁判所はそれぞ
れ要保護性は高くないとして
いる

臨床開発グループ内
の一つの小グループ
のマネージャー　部下
は新入社員が二人と
モニタリング業務に関
わる者一人　なお人事
考課に関する権限は
なし

１年間 なし
競合会社に就職しない　就職
したら損害賠償義務を負う

月４０００円の機密保持手当
一方，規程があり本来払われ
るはずの退職金が払われな
かった

入社時の特約と退社時の特約に分けて判
断がされている。退社時の特約は，必要性
が低いこと，労働者が被る不利益が大きい
こと，代償が不十分であることから公序良
俗に反し無効としている。入社時の特約に
ついては原告（労働者）の業務からすれば
競業制限の必要性は疑問があり，無効と
言えないにしても原告には適用されないと
した

14 消防試験協会事件 東京地裁 #######
労働経済判例速報
1861号14頁 × 損害賠償請求

①２年間は競業する
業務をしてはならない
及び２年間は在職中
知り得た顧客と取引し
てはならないという就
業規則
②５年間は競業しない
という特約　ちなみに
特約では競業の意味
を消防設備のうち連
結送水管又は屋内消
火栓設備の試験又は

競合会社を設立
原告の業務に関するノウハウ
と顧客保護

一般社員　なお勤務期
間は１０年くらい

就業規則は２
年　特約は５年

なし
就業規則は包括的だが，特約
は左のように限定的

なし

特約については，被告にとって見返りは何
もなく，原告が新たに一方的に義務を負わ
せるものに他ならないところ，被告が自由
意思で締結したとは認められないとした　ま
た就業規則については改訂が合理的なも
のと評価しうる特段の事情がある場合に
は，例外的にこれに同意していない労働者
に対してもその効力を承認できると判断

15 トーレラザールコミュ
ニケーションズ事件

東京地裁 H16.9.22
労働判例882号19頁
判例時報1887号149
頁

○ 差止

執行役員規程及び退
職届提出後に同規定
を遵守するという誓約
書を提出

競合他社を設立
して代取に就任

営業上の秘密の保持及び取
引先や下請業者，協力専門
医などを含む人的関係の維
持

執行役員 ２年間

限定なし（裁判
所は，債権者
には顧客として
大手製薬会社
がある以上や
むを得ない，と
している）

執行役員規定は競業する業
務をしてはならないという広い
規制になっているが，仮処分
の申立は（１）ないし（５）の業
務をしてはならないと限定的
にされている

債務者が債権者に入社後，年
間給与額は１０００万を超え，
６年後には１５００万円に至っ
ており，これはどの年も債権
者の代表者に次ぐ額だった。
さらに給与以外の経費として
年間２００万円にものぼる経
費も払われていた。とすると独
立固有の代償はないものの，
相当の厚遇を受けていたとい
うことができる

特約は競業一般を規制する趣旨だが，申
立は限定的にされており，申立が限定的な
ことが有効性を認める要素となっている

16 アートネイチャー事件 東京地裁 H17.2.23
労働判例902号106
頁 × 差止 競業避止特約 競合会社に就職 顧客の情報

技術者，営業職，カウ
ンセラー，お客様サー
ビスセンター課長

２年間 なし

競合関係に立つ事業につい
て，就職したり役員に就任し
たり事業を立ち上げたりしな
い

なし
左の必要最小限の規制とは，一般的技能
でなく特有の技術や情報に関する規制とし
ている

17 アイメックス事件 東京地裁 H17.9.27 労働判例909号56頁 ○ 損害賠償
秘密保持及び競業避
止の就業規則と同じ
内容の特約

競合会社に就職 顧客情報
執行役員（営業第２本
部長），第１営業本部
第２事業部次長

６ヶ月 なし 秘密保持＋競業禁止
ない　ただ高給であったと認
定されている

秘密保持義務も競業避止義務も義務違反
を認めたが，損害がないとして請求棄却

18
ピーエム・コンセプツ
事件

東京地裁 H18.5.24
判例時報1956号
160頁 ○ 差止 特約

会社を設立したり
競合会社に就職
したりはしていな
いが，債権者の顧
客を訪問し，かつ
債権者からの
データ除去要求も
拒絶している

プロジェクトマネジメントの教
材やノウハウを秘密として保
持し，競業他社に渡らないよう
にする

プロジェクトマネジメン
トというチームの管理
方法に関するコンサル
ティングの教師

２年間 限定なし
債権者の顧客に対し，債権者
の業務分野の営業・勧誘活動
を行わない

約１５００万円の給与が支払
われていたこと，及び，入社時
に競業禁止が契約書に盛り
込まれていたことからすれ
ば，給与には退職後の競業禁
止の代償が含まれていた

19 すずらん介護サービ
ス事件

東京地裁 H18.9.4 労働判例933号84頁 × 差止

競合しないという就業
規則及び誓約書　誓
約書では場所制限が
されていた

競合する在宅介
護サービス事業を
開始

特に言及なし       地位は不明 なし
半径１０キロ
メートル

就業規則では、「競合しない」
とされ、誓約書では場所制限
がされた上で競合しないとさ
れていた

               なし

半径１０キロと限定されているが半径１０キ
ロには東西は、千葉県市川、中野区中野、
南北は足立区竹ノ塚、港区台場まで含む。
しかし台東区だけでも４７か所介護事業
サービスがあり、相当数の事業所があって
も、公正な競争を妨げるとは言えず、期間
が無限定で場所も広範囲の特約の有効性
を認めることはできない、とした

大阪地裁 #######
法律時報78巻10号
87頁 ×

大阪高裁 H18.10.5 労働判例927号23頁 ×

再就職が禁止される就職先の範囲が文言
上特定されておらず，範囲を明確に画する
ことができないことを，無効の理由の一つと
している

21 ヤマダ電機事件 東京地裁 H19.4.24 労働判例942号39頁 ○ 損害賠償 特約（誓約書） 競合会社に就職 原告保有のノウハウの保護

地区部長という相当高
い地位にあった　勤続
年数は８年ほど　前職
も電器店

最低１年間

限定なし　裁判
所は，原告は
全国展開して
いるからやむを
得ない，として

同業者に転職しない
代償措置はないが，損害額の
算定にあたり考慮できるから，
代償がなくてもよいとしている

22 アサヒプリテック事件 福岡地裁 H19.10.5 判例タイムズ1269号
197頁 × 差止＋約80万

円の損害賠償
誓約書と就業規則 競合事業を開始

顔なじみの顧客を勧誘され簒
奪されることを防ぐ

地位は不明、取引先
の歯科に合金スクラッ
プを採りに行くなどをし
ていた模様

誓約書は3年
間、就業規則
は2年間

なし

誓約書では会社の全取引に
対して、同一または類似の業
務をしない　就業規則では会
社と同等の業務に直接又は
間接を問わず従事してはなら
ない

なし
場所の制限がないこと、期間も2年、3年は
長いと認定　失業保険の給付期間に言及
している

23 トータルサービス事
件

東京地裁 ####### 労働経済判例速報
2030号3頁 ○ 差止＋損害賠

償
特約 競合事業を開始

原告のノウハウ　なお特殊技
術及びそれを利用したフラン
チャイズ事業化したことに原
告の独自性があるとされてい
る

原告は特殊技術に関
するフランチャイズを
展開しており，被告は
その技術を加盟店に
指導するインストラク
ターだった。また，原告
は被告を１ヶ月ほど渡
米させ技術を学ばせて
いた

なし　ただし認
められたのは２
年間のみ

なし
同じ商品を取り扱う事業を無
断で自ら開業，設立しない

独立支援制度としてフランチャ
イジーとなる途があること，被
告が営業していることを原告
が発見した後好待遇でフラン
チャイジーとなれる趣旨を述
べたことが認められ，それら
は代償措置として不十分では
ないとしている

原告のノウハウを営業秘密に準じるとし，
競業避止によって守られる利益は要保護
性が高いとしている。さらに代償を認定し，
これらに鑑みると，期間，場所的制限がなく
とも有効との結論を導いている

24
ダンス・ミュージック・
レコード事件

東京地裁 #######
判例時報2040号
126頁 × 損害賠償 　　　　　　誓約書 競合会社に就職

レコード，ＣＤなどの仕入先情
報

一般社員 ２年間 なし
競合する会社に就職したり競
業事業を開業したりするなど
しない

　　　　　　　　なし

レコードなどの仕入先情報が営業秘密に
あたらないとして不正競争防止法違反及び
秘密保持義務違反いついても否定されて
いる。また，競業禁止規定は，必要最小限
度の範囲で効力を認めるべきと限定解釈
をしている

　○ 特殊なめっき加工及び金属表
面処理の技術やノウハウ

クロム部門の課長、品
質管理部主任、クロム
部門の主任、バフ研磨
部門の主任

１年間 なし
会社と競業する業務または在
職中に知り得た顧客との取引
を行ってはならない

①退職金を支給する旨の就
業規則が存在すること、②年
収６６０万円以上と低賃金とい
えないこと

在職中から、債務者らは競業行為をしてい
た

　×

債権者がどのような取引先と
いかなる商品をどのような値
段でどのくらいのペースで取
引しているか

営業職

債権者の取引内容は競業会社に機密に
なっていたとはいえない、営業職にいたも
のが技術やノウハウを有している形跡はな
く、機密の漏えいなどの危険は少ない、な
どとして請求棄却

東京地裁 H21.11.9
労働判例1005号25
頁 ×

被用者は退職金の支払いを受けるために
誓約書を提出したものと思われる

東京高裁 H22.4.27 労働判例1005号21
頁 ×

競業禁止規定により禁止される行為は，営
業秘密を開示，漏えいするようなものと解
すべきであり，このように限定的に解しての
み，規定の有効性を認めることができると
した　結論としては，被告の行為は条規禁
止行為にあたらないとした

２年間 なし 競業しない なし

なし

26

特約 顧客の秘密情報の漏洩防止 なし

２年間は，事務所の顧客に
とって，競合関係を構成する

特許事務所・法律事務所に就
職できない

２年間20 Ａ特許事務所事件 差止
競合する会社に

就職したか就職し
ようとした

一般職員

25 モリクロ事件 大阪地裁 ####### 労働判例1000号51
頁 差止

競合会社に就職
し、その会社は債
務者らの就職後、
クロムめっきやバ
フ研磨などのめっ

き加工を開始

就業規則

8
東京リーガルマインド
事件

東京地裁 H7.10.16 労働判例690号75頁 差止 競合他社を設立

なし営業秘密の不正利用禁止１年間 なし
三田エンジニアリング

事件
退職金返還請

求
競合会社へ就職 営業社員誓約書

会社のノウハウ　競合会社の
競業防止


